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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第　 64 　期 第　 65 　期 第　 66 　期 第　 67 　期 第　 68 　期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

営業収益（百万円） 10,263 9,198 4,962 15,297 7,952

純営業収益（百万円） 9,930 8,960 4,734 15,087 7,811

経常利益又は経常損失

（△）（百万円）
4,225 3,063 △821 7,521 2,778

当期純利益又は当期純

損失（△）（百万円）
3,260 1,766 △1,447 3,806 1,643

包括利益（百万円） － － － － 1,577

純資産額（百万円） 31,631 31,316 28,725 31,473 31,369

総資産額（百万円） 70,827 68,568 50,055 54,153 56,903

１株当たり純資産額

（円）
965.58 962.81 890.69 986.68 983.11

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

（円）

100.15 54.30 △45.33 119.34 51.51

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円）

98.35 54.16 － － －

自己資本(株主資本)比

率（％）
44.4 45.2 56.8 58.1 55.1

自己資本利益率（％） 10.59 5.66 △4.88 12.71 5.23

株価収益率（倍） 11.53 12.65 － 7.38 11.36

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円)
1,073 7,572 2,818 8,441 △1,512

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円)
378 △1,525 500 △217 △2,592

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円)
△5,812 △9,107 △4,359 △1,674 5,072

現金及び現金同等物の

期末残高（百万円）
8,835 5,862 5,098 11,634 12,628

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

263

[  －] 

268

 [  －]  

270

[  －]  

266

[－]  

258

[－]  

　（注）１．上記の比率は以下のように算出しております。

・自己資本(株主資本)比率＝
純資産額－少数株主持分

×100（％）
総資産額

・自己資本利益率＝
当期純利益

×100（％）
（前期末自己資本＋当期末自己資本）÷２

  ※自己資本…純資産額-少数株主持分  

２．消費税及び地方消費税の課税取引については、消費税等を含んでおりません。
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３．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

５．第68期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６．平均臨時雇用者数は従業員数の10％未満のため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第　 64 　期 第　 65 　期 第　 66 　期 第　 67 　期 第　 68 　期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

営業収益

（うち受入手数料）

（百万円）

9,367

(3,931)

8,851

(3,382)

4,688

(1,986)

15,227

(1,820)

7,892

(1,566)

純営業収益（百万円） 9,035 8,613 4,461 15,017 7,751

経常利益又は経常損失

（△）（百万円）
3,384 2,954 △828 7,479 2,777

当期純利益又は当期純

損失（△）（百万円）
2,877 1,752 △1,458 2,964 1,849

資本金（百万円） 5,162 5,251 5,251 5,251 5,251

（発行済株式総数）

（千株）
(32,575) (32,779) (32,779) (32,779) (32,779)

純資産額（百万円） 30,760 30,270 27,705 29,924 30,022

総資産額（百万円） 67,466 66,845 48,626 52,238 55,250

１株当たり純資産額

（円）
944.79 941.21 868.55 938.13 941.07

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配

当額)（円）

35.00

 （ 13.00）

30.00

 （ 13.00）

20.00

（ 10.00）

60.00

（ 17.00）

30.00

（ 10.00）

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

（円）

88.38 53.89 △45.67 92.93 57.97

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円）

86.80 53.75 － － －

自己資本(株主資本)比

率（％）
45.6 45.3 57.0 57.3 54.3

自己資本利益率（％） 9.50 5.74 △5.03 10.29 6.17

株価収益率（倍） 13.07 12.75 － 9.48 10.09

配当性向（％） 39.6 55.7 － 64.6 51.8

純資産配当率（％） 3.7 3.2 2.2 6.6 3.2

自己資本規制比率（％） 402.6 331.9 284.2 322.7 367.9

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

253

[    －] 

259

[    －] 

261

[    －]

257

[－]

247

[－]

　（注）１．上記の比率は以下のように算出しております。

・自己資本(株主資本)比率＝
純資産額

×100（％）
総資産額

・自己資本利益率＝
当期純利益

×100（％）
（前期末純資産額＋当期末純資産額）÷２

・純資産配当率＝
普通株式に係る１株当たり年間配当金

×100（％）
（期首１株当たり純資産＋期末１株当たり純資産）÷２

・自己資本規制比率は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。
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２．消費税及び地方消費税の課税取引については、消費税等を含んでおりません。

３．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

５．第68期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６．平均臨時雇用者数は従業員数の10％未満のため記載しておりません。 
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２【沿革】

昭和22年３月 冨士証券株式会社を東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番地に資本金100万円にて設立する。

昭和23年９月 証券取引法に基づく証券業者として登録する。

昭和24年４月 東京証券取引所の正会員となる。

昭和24年12月商号を極東証券株式会社に変更する。

昭和37年５月 本店を東京都中央区日本橋茅場町１丁目６番地に移転する。

昭和43年４月 改正証券取引法に基づく免許を取得する。

昭和52年６月 引受け及び売出しを行う業務の免許を受ける。

昭和55年５月 公社債の払込金の受入れ及び元利金支払の代理業務の承認を受ける。

昭和57年１月 住居表示の実施により本店所在地は東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番７号になる。

昭和57年４月 累積投資業務の承認を受ける。

昭和57年８月 証券投資信託受益証券の収益金、償還金及び一部解約金支払の代理業務の承認を受ける。

昭和60年５月 譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次及び代理業務の承認を受ける。

昭和62年４月 大阪証券取引所に正会員として加入する。

昭和62年10月海外証券取引に係る外為法上の指定証券会社としての認可を受ける。

昭和62年10月大阪支店を開設する。

昭和62年11月常任代理業務の承認を受ける。

昭和63年５月 株式事務の取次ぎ業務の承認を受ける。

昭和63年10月抵当証券の販売の媒介及び保管業務の承認を受ける。

平成元年４月 総合証券会社となる。（資本金31億4,554万円）

平成元年７月 名古屋証券取引所の正会員として加入する。名古屋支店を開設する。

平成元年10月 極東証券（亜洲）有限公司を開設する。

平成元年11月 株式会社極東証券経済研究所を設立する。

平成２年９月 金地金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理並びに保管業務の承認を受ける。

平成５年７月 日本銀行と当座預金取引を開始する。

平成５年11月 ＭＭＦ・中期国債ファンドのキャッシング業務の承認を受ける。

平成８年３月 横浜支店を廃止し、国内支店10店舗となる。

平成８年６月

平成10年５月

神田支店を廃止し、国内支店９店舗となる。

北千住支店を廃止し、国内支店８店舗となる。

平成10年12月証券取引法の改正による証券業の登録を受ける。

平成11年４月 KYOKUTO FUTURES (SINGAPORE) PTE, LTD.を設立する。

平成12年２月 極東プロパティ株式会社を設立する。

平成12年９月 極東不動産株式会社を吸収合併し、自己株式消却。（資本金46億1,839万円）

平成14年12月極東証券（亜洲）有限公司を清算する。

平成17年４月 東京証券取引所市場第二部に上場する。

平成17年５月 KYOKUTO FUTURES (SINGAPORE) PTE,LTD.を清算する。

平成17年９月 株式会社ＦＥインベストを設立する。

平成18年３月 東京証券取引所市場第一部指定となる。

平成19年９月 金融商品取引法の施行による第一種金融商品取引業者及び第二種金融商品取引業者の登録を受け

る。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、有価証券の売買等、有価証券の売買等の委託の媒介、有価証券の引受

け及び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱いを主たる業務としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、当社グルー

プは、「投資・金融サービス業」という単一セグメントであります。

(1）金融商品取引業

　極東証券株式会社は、国内において金融商品取引業を営んでおります。

(2）不動産業

　極東プロパティ株式会社は、不動産業を営み、主として極東証券株式会社の本支店の店舗等を賃貸しております。

(3）投資業

　株式会社ＦＥインベストは、極東証券株式会社の投資事業への取組みの機動性を高め、同事業の一層の強化を図る

ことを主要な目的として、投資事業を営んでおります。

(4）調査・研究業務

　株式会社極東証券経済研究所は、主として極東証券株式会社の委託に基づき、国内外における経済、金融証券市場

の調査・研究業務を営んでおります。

〔事業系統図〕

　（注）１．非連結子会社１社は持分法非適用会社であります。

　２．上記以外に非連結子会社として投資事業有限責任組合等が６組合あり、当該組合は持分

法非適用会社であります。また、関連会社として投資事業有限責任組合等が２組合あり、

当該組合は持分法非適用会社であります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

（％）
関係内容

極東プロパティ㈱ 東京都中央区 10不動産業 100

店舗等の賃貸

資金援助あり

役員の兼任あり

㈱ＦＥインベスト

（注）
東京都中央区 1,248投資業 99

資金援助あり

役員の兼任なし

（注）特定子会社に該当しております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

 従　　 業　　 員　　 数　（人）

連結会社合計 258

　（注）１．当社の事業は投資・金融サービス業という単一事業セグメントに属しており、全連結会社の従業員数の合計

を記載しております。

２．従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

247 41.8 15.0 8,565,190

　（注）１．平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与には、契約社員等22名分が含まれておりません。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．従業員数は就業人員であります。

(3）労働組合の状況

　当社には労働組合は組織されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の改善を背景とした輸出の増加に加え、設備投資や個人消費の

持直しの動き等に支えられて、年度末直前まで緩やかな回復を辿りつつありました。しかしながら、３月に生じた東

日本大震災による生産設備の毀損、サプライチェーンの障害、電力供給の制約などから、生産面を中心に下押し圧力

が増し、短期的に景気先行きの不透明感が強まる状況となりました。

株式市場は、景気回復期待から期初にかけては底堅く推移しましたが、５月以降は欧州財政危機に伴う世界経済

の回復鈍化懸念や円高の進行から軟調に転じました。第３四半期以降は総じて活気に乏しい中、じり高歩調を辿り

ましたが、３月には東日本大震災を受けて急落し、その後反発を強めるなど波乱含みの展開となりました。外国為替

市場においては、不透明な国際経済情勢を反映したリスク回避姿勢の高まりや欧米における一段の金融緩和の動き

からほぼ一貫して円が買われる状況となりましたが、年度末にかけては、東日本大震災直後に急激に進んだ円高に

対抗した主要国通貨当局の円売り協調介入を受けて、円安基調に転じました。

こうした環境の中、当社グループは、Face to Faceのビジネスモデルに立脚しつつ、お客さまの多様なニーズに応

えるため、引き続き特色のある「旬の商品」の提供に努めました。しかしながら、株式市場の低迷等により株式関連

収益が落ち込んだほか、前年度に計上した投資銀行業務関連の債券売買益が当年度は発生しなかったことにより債

券関連収益も大きく減少したことから、当連結会計年度の業績につきましては、営業収益79億52百万円（前年度比

52.0％）、純営業収益78億11百万円（同51.8％）、経常利益27億78百万円（同36.9％）、当期純利益16億43百万円

（同43.2％）となりました。

当連結会計年度における収益等の内訳は次のとおりであります。

①　受入手数料

　　受入手数料は、15億65百万円（前年度比86.0％）となりました。内訳は以下のようになっております。

イ．委託手数料

株券委託手数料は、７億７百万円（同87.7％）にとどまり、これに債券委託手数料等を加えた「委託手数

料」は、７億13百万円（同87.7％）となりました。

ロ．引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」は、前年度より増加はしたものの、案件が少な

かったことから、12百万円（同556.7％）にとどまりました。

ハ．募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」は、投資信託の取扱いの増加により、５億62

百万円（同134.7％）となりました。

ニ．その他の受入手数料

主に投資信託の代行手数料や投資銀行業務関連手数料からなる「その他の受入手数料」は、２億76百万円

（同47.1％）となりました。

②　トレーディング損益

株券等トレーディング損益は、前年度極めて好調であった外国新株予約権付社債の販売減により、７億48百万

円の利益（前年度比31.1％）と、大幅に減少しました。また、債券等トレーディング損益につきましては、前年度

に計上した投資銀行業務関連の売買益が当年度は発生しなかったことから、46億12百万円の利益（同45.6％）へ

と大幅減となりました。これらにその他のトレーディング損益30百万円の利益（前年度は62百万円の損失）を加

えた「トレーディング損益」は、53億91百万円の利益（前年度比43.3％）となりました。

③　営業投資有価証券損益

連結子会社（㈱FEインベスト）の「営業投資有価証券損益」は、54百万円の損失（前年度は１億84百万円の損

失）を計上いたしました。

④　金融収支

金融収益９億34百万円（前年度比97.6％）から金融費用１億40百万円（同66.9％）を差し引いた「金融収

支」は、７億94百万円（同106.3％）となりました。

⑤　その他の営業収入

「その他の営業収入」は、連結子会社における手数料収入や不動産賃貸収入を中心に、１億15百万円（前年度

比45.7％）を計上いたしました。
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⑥　販売費・一般管理費

「販売費・一般管理費」は、前年度に計上した投資銀行業務関連の一時費用が当年度は発生しなかったことに

加え、経費節減に努めた結果、51億31百万円（前年度比65.2％）となりました。

⑦　営業外損益

営業外収益は、投資有価証券の配当金や匿名組合投資利益等、合計で１億49百万円（前年度比45.7％）を計上

いたしました。一方、営業外費用は、投資事業組合運用損等、合計で51百万円（同290.1％）を計上し、営業外収益

から営業外費用を差し引いた「営業外損益」は98百万円の利益（同31.8％）となりました。

⑧　特別損益

特別利益は、投資有価証券売却益78百万円等、合計で86百万円（前年度比395.7％）を計上いたしました。一方、

特別損失は、投資有価証券評価損１億34百万円等、合計で１億91百万円（同11.3％）を計上し、特別利益から特別

損失を差し引いた「特別損益」は、１億４百万円の損失（前年度は16億67百万円の損失）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は前年度末に比べ９億94百万円増加し、126億28百万円

となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少したキャッシュ・フローは15億12百万円（前年度は84億41百万円の増加）となりました。こ

れは主にトレーディング商品の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少したキャッシュ・フローは25億92百万円（前年度は２億17百万円の減少）となりました。こ

れは主に固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加したキャッシュ・フローは50億72百万円（前年度は16億74百万円の減少）となりました。こ

れは主に短期借入金の増加によるものであります。

(3）トレーディング業務の概要

　トレーディング商品：連結会計年度末のトレーディング商品の残高は以下のとおりです。

①　商品有価証券等（売買目的有価証券）

種　　　　　　類
平成22年３月31日現在 平成23年３月31日現在

資　産（百万円） 負　債（百万円） 資　産（百万円） 負　債（百万円）

株式・ワラント 303 163 77 74

債券 10,346 － 12,325 －

ＣＰ及びＣＤ － － － －

受益証券等 301 － 1,807 －

その他 164 － 150 －
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②　デリバティブ取引の契約額等及び時価

種　　　　　　類

平成22年３月31日現在 平成23年３月31日現在

契約額
（百万円）

契約額の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額
（百万円）

契約額の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

株式先物取引                                 

売建 347 － 355 △8 48 － 48 △0

買建 － － － － － － － －

商品スワップ取引                                 

売建 930 － 911 18 831 － 908 △76

買建 930 － 914 △15 831 － 908 76

 

　当社グループは、資金運用が拡大・多様化する中、リスク管理は経営上の最重要課題との認識に立ち、経営の

健全性確保並びに経営資源の効率的活用を目的としたリスク管理体制の構築を図っております。リスク管理に

関する重要事項については、急激な環境変化等に機動的に対応するため、取締役と執行役員を構成メンバーと

する経営戦略会議にて審議決定することとしております。市場リスクについては、経営戦略会議が半期ごとに

ポジション・リスク限度額を各トレーディング部門に配分し、各トレーディング部門は、その範囲内で運用

ルールを決定のうえ管理する体制となっております。また、「商品有価証券等に係る取扱基準」を定め、発行体

ごとの限度額を設定するなど信用リスクの抑制・管理を行っております。リスク管理体制としては、各部門の

業務・管理グループが、時価評価を行い、日々のポジション・リスク額・損益の状況をチェックのうえ、日々社

長及び担当取締役・執行役員に報告するとともに、商品本部のエクイティ統括部の市場管理グループが、自己

売買に関する売買審査基準に則り、モニターを行うなど株式の自己売買の監視体制を強化しております。さら

に、総合的な牽制機能として、リスク管理部が、適正な自己資本規制比率維持の観点から、全社的なリスクの状

況を取り纏め、日々、全取締役・執行役員並びに監査役に報告する他、毎月末の自己資本規制比率並びにその詳

細を取締役会に報告しております。
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２【対処すべき課題】

(1）経営の基本方針

当社グループは、創立以来、「信は萬事の基と為す」を基本理念とし、信頼を原点としたFace to Face（お客さま

との直接対話型）のビジネスモデルと健全経営の追求による安定的成長確保を経営の基本方針としております。当

社は、官民一体となった「貯蓄から投資へ」の諸施策の実施を当社のビジネスモデルに合った事業環境の到来と強

く意識し、「大切な資産を育てるお手伝い」をブランド・スローガンとして掲げ、お客さまへの特色ある商品・質

の高い情報サービスの提供とコンプライアンス重視の適正な投資勧誘により、さらなるお客さま満足度の向上と信

頼関係強化に努めております。また、常に経営環境の変化・見通しを的確に捉え、その時々の核となる新しい収益分

野にいち早く着目・具現化し、健全経営維持と株主価値向上を目指しております。

 

(2）中長期的な経営戦略

今まで金融資産の大半を貯蓄で運用してきた投資家を証券市場へ促していく「貯蓄から投資へ」という流れは、

中長期的には変わらないと考えております。また、規制面においては、金融商品取引法の全面施行等により、投資者

保護の強化を主眼とした、より強固なコンプライアンス体制の構築の必要性に迫られているほか、業務の遂行にあ

たっては一層高い倫理観が要求されるなど、今まで以上に投資者の立場に立った経営・営業姿勢が求められるよう

になっております。

当社グループは、このような時こそ、分かり易く、親切・丁寧に説明し、お客さまとの信頼関係を築くことが強く

求められ、当社グループの標榜する「Ｆａｃｅ　ｔｏ　Ｆａｃｅのコンサルティング」というビジネスモデルが評価

されると認識しております。こうした経営環境の変化を的確に捉え以下の経営戦略を柱とした収益基盤拡充と社内

体制強化を行い、バランスの取れた収益構造を維持しつつ、更なる株主価値向上を図ってまいります。

①　多様な特色ある商品提供による差別化

多様な特色ある商品ラインナップは、差別化戦略の重要な要素であり、当社グループの強みは、取扱い債券の種

類・通貨の多様性など幅広い品揃えにあります。こうした「特色ある旬の商品」を他社に先駆け提供できるの

は、充実した外部ネットワークと高いノウハウを持つ担当部門の強みであり、今後とも、その優位性を活かし、商

品・情報提供力の強化を図ってまいります。

②　Face to Faceのビジネスモデル追求によるリテール部門の収益基盤拡充

当社グループは、お客さまのニーズ、リスク許容度、資産状況などを踏まえながら、「多様な商品でマーケット

変化を捉えた機動的な運用提案」を実践することをお客さまへのコアバリューとして掲げ、他社との差別化を

図ってきました。

今後とも、当社グループは、多様化するお客さまのニーズに対応した質の高い金融サービスを提供するため、お

客さまの運用パフォーマンスに直結する「タイムリーな商品提案力」とマーケット・税務等に関する「コンサ

ルティング機能」の強化に努め、顧客基盤拡充と預り資産増強を図ってまいります。

③　バランスのとれた収益構造の維持・強化

当社は、平成21年４月に法人本部より投資銀行部門を独立させ、投資銀行本部を設置しました。同分野は不透明

な市場環境にあるものの、中長期的な収益チャンスは大きいと判断しております。引き続き、適正なリスク管理の

もと、新規事業への取組み等により、収益多様化を図ってまいります。

④　トレーディング部門の強化

株式トレーディング部門においては、ディーラーの育成・強化に努め、運用手法の多様化・分散化により運用

体制の充実を図ってまいります。また、債券トレーディング部門においては、引続き営業部門のお客さまに対する

資産運用コンサルティング支援のための特色ある金融商品の仕入れ提供をメイン業務としつつ、豊富な自己資本

を活用し、適切なリスク管理のもと、多様な債券を分散保有し、売買益と安定的な金融収益の確保を図ってまいり

ます。
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(3）対処すべき課題

中長期的には、官民一体となった「貯蓄から投資へ」の諸施策の実施により、証券ビジネスの一層の拡大が予想

されます。当社グループは、その潮流を確実に捉え、証券市場へ参加する個人投資家層拡大への貢献を通してさらな

る成長を達成してまいる所存です。そのために、以下の課題に取り組み、経営戦略の実現に努めてまいります。 

①　Face to Faceのビジネスモデルの追求

オンライン証券会社や他の中堅証券会社との差別化を図るうえで、「多様な商品によるマーケット変化を捉え

た機動的な運用提案」をいかに実践し、投資パフォーマンスの向上に資するかが重要な課題であります。

今後とも、当社グループは、お客さまとの信頼関係強化のため、「タイムリーな商品提案力」と幅広い「コンサ

ルティング機能」の強化並びに「分かり易い説明、親切・丁寧な対応」の徹底に努め、「極東ファン」の拡大を

目指してまいります。さらに、「お客さまに対する情報サービス充実」と「効果的な提案活動推進」の観点から、

ホームページ上のお客さま向け情報コンテンツの充実等により、お客さまとのコミュニケーション強化を図って

まいります。

②　収益基盤の拡充

当社グループは、従来より長期安定的収益確保の観点から、収益基盤となる「新規顧客の開拓」及び「預り資

産の増強」の２点を特にリテール部門の重点課題として掲げております。当社の新規顧客の約５割が既存のお客

さまのご紹介による実績であり、今後とも、「特色ある旬の商品」提供と、お客さまの利益になる営業展開を基本

に信頼を勝ち得ながら、その課題達成を図ってまいります。

③　適正なリスク管理に基づく戦略的な財務運営による株主価値の増大

当社グループは、これまで、株主資本の効率的運用の観点から、適正なリスクを取りつつ戦略的な財務運営を

行ってまいりました。今後とも株主価値向上のためには、この様な積極的な事業展開が不可欠と考えており、経営

環境の変化を的確に捉え、その時々の核となる新しい収益分野にいち早く着目し、従来以上に厳格なリスクコン

トロールの下、株主価値向上に努めてまいります。

④　人材の育成と多様化

Face to Faceのビジネスモデル追求による収益拡大と新規事業分野を通じた収益多様化を図るためには、人材

の質的向上と、優秀な人材の確保が生命線であると認識しております。

今後とも、教育・研修プログラムの高度化、人事評価制度や資格取得支援制度の充実、職場環境の整備を図り、

人材育成・活性化を進めてまいります。さらに、収益分野には多様な人材を機動的に採用・配置し、活力ある企業

風土を創出してまいります。

⑤　経費の効果的活用の徹底

当社グループは、従来から、経費の効果的活用を徹底し、収益環境の急激な変化に対応してまいりました。引続

き全社一丸となって効率的な経営基盤構築に取組んでまいります。

⑥　コンプライアンス及び内部統制の強化

当社グループは、コンプライアンス及び内部統制の一層の強化を図るため、社内体制等の整備・充実に努めて

まいります。
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３【事業等のリスク】

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判

断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しておりま

す。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め

る所存であります。

　本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において当社グループ

が判断したものであります。

(1）事業関連について

①　主要な事業の前提に係るリスク

　当社は、金融商品取引業者として金融商品取引法第29条に基づく金融商品取引業の登録（登録番号関東財務局

長（金商）第65号）を受け、金融商品取引業を営んでおります。

　金融商品取引業については、金融商品取引法第52条、第53条第３項及び第54条にて、登録の取消となる要件が定

められており、これに該当した場合、登録の取消が命じられます。

　当社の主要な事業活動の継続には、前述のとおり金融商品取引業登録が必要ですが、現時点において、当社はこ

れらの取消事由に該当する事実はないと認識しております。

　しかしながら、将来、何らかの事由により登録の取消等があった場合には、当社の主要な事業活動に支障をきた

すとともに業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

②　相場等の急激な変動に伴うリスク

　当社は、自己勘定で市場リスクを内包するトレーディングを行っておりますので、株価・債券価格・金利・為替

その他の市場商品価格の急激な変動により損失を被る結果、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

③　市場の縮小に伴うリスク

　経済・金融情勢等の悪化により、株式・債券市場が低迷・縮小する結果、投資者の投資活動が減退し、委託注文

が減少する場合には、当社の売買委託手数料が減少する可能性があります。また、発行市場もマイナスの影響を受

けることから、引受け・募集の取扱い等の案件が減る可能性があります。さらに、当社は、不動産証券化関連業務

を営んでおりますので、不動産市況の低迷に伴い、不動産市場の縮小が生じた場合には、案件の減少や匿名組合出

資金等の毀損につながることも想定され、これら全ては、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

④　競合によるリスク

　近年の規制緩和の影響で金融商品取引業への参入が容易になり、これに伴い競争が激化してきております。当社

は、お客さまの「大切な資産を育てるお手伝い」をスローガンに対面営業を推進しておりますが、当社が競争力

を維持できなかった場合には、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(2）財務関連について

①　資金調達環境の悪化に伴うリスク

　資金調達では、銀行借入の他、コールマネーによる市場からの調達を行っておりますので、金融の引締めや当社

の信用力の低下等により必要な資金が確保できなくなる、あるいは通常よりも著しく高い金利での調達を余儀な

くされることがあった場合には、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

  なお、当社では、コールマネー等の無担保短期資金の調達が困難になった場合に備えて、コミットメントライン

契約を締結しているほか、手元流動性の維持や換金性の高い資産の保有を心掛けるなど、流動性リスクへの対応

を図っております。

②　固定資産の減損に関するリスク

　当社グループが保有する固定資産の減損について、現時点では経営状況に著しい影響を及ぼすような減損が生

じる可能性は、極めて低いと判断しております。しかしながら、今後の経済環境の変化等により、減損処理が必要

となった場合には、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3）法的規制等について

　当社グループは、現時点における金融商品取引法等の法令・諸規則等に従って業務を遂行しておりますが、将来的

に当社グループの業務に関する法令・諸規則や実務慣行、解釈等の変更があった場合には、経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。しかし、どのような影響が発生しうるかについて、その種類・内容・程度等を予

測することは困難であり、当社がコントロールしうるものではありません。
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(4）法令遵守に関するリスクについて

　当社グループは、法令遵守に係る問題について内部統制の整備を図り、より充実した内部管理体制の確立と役職員

の教育・研修等を通じた意識徹底に努めております。しかしながら、変動商品を取り扱っている業務の特殊性から、

そのプロセスに関与する役職員の故意または過失により法令に違反する行為がなされる可能性があります。内部統

制の整備やコンプライアンス研修は、役職員の違法行為を未然に防止するための有効な方策ではありますが、違法

行為の全てを排除することを保証するものではありません。また、役職員による意図的な違法行為は、総じて周到に

隠蔽行為がなされ、長期間にわたって発覚しないケースもあり、将来において当社の業績に影響を及ぼすような損

害賠償を求められる事案が生じる可能性があります。このほか、非公開情報の不適切な使用・漏洩・情報受領者と

共謀等の不正行為の可能性もあります。

　これらの不正行為は、会社の使用者責任及び法的責任等を問われることもあり、当社の世評が大きく損なわれた

り、当社に財務上の損害が生じる可能性があります。

(5）訴訟等について

　当社グループでは、日頃から、役職員に対し、コンプライアンスとお客さま本位の営業姿勢の重視を徹底しており、

今後とも、より一層のサービス拡充に努め、お客さまとの紛争の未然防止に最大限の努力をしてまいる方針であり

ます。しかしながら、お客さまに対する説明不足あるいはお客さまとの認識の不一致などによって、お客さまに損失

が発生した場合には、当社グループが訴訟の対象となるケースも想定されます。万一、訴訟等に発展し、仮に当社グ

ループの主張と異なる判断がなされた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6）その他

①　年金債務に関するリスク

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件等に基づいて算定

されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合には、将来期間において

認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。

②　システムに関するリスク

　当社グループまたはその業務委託先が業務上使用するコンピューターシステムや回線が、品質不良、外部からの

不正アクセス、災害や停電時の諸要因によって障害を起こした場合には、障害規模によっては当社業務に支障を

きたし、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③　情報セキュリティに関するリスク

　当社グループでは、「情報セキュリティポリシー」並びに「情報セキュリティマニュアル」を制定し、管理体制

の強化を図っており、特に個人情報保護については「個人情報保護規程」等諸規程の整備と社員研修、システム

的な安全措置対応を行いました。しかし、万一、顧客情報等の流出があった場合には、経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

④　人材の確保及び育成について

　当社グループは、常に質の高い投資情報サービスを提供し、お客さまの満足度の向上を実現できる人材の確保並

びに育成していくことが重要な経営課題と捉えております。この観点から、新規採用及び中途採用の両面で積極

的に人材を採用し、かつ社内研修の充実度を高めていく方針です。しかしながら、必要とする人材が確保できな

かった場合には、経営成績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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６【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は連結会計年度末現在において判断したもの

であります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、有価証券の評価、減価償却資産の償却、貸付金等の貸倒れ、賞与・

退職金等の会計処理については、会計関連諸法規をベースに、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる基準に

より見積り及び判断を行っております。会計処理については、真実性の原則は勿論のこと、特に健全性と継続性の原

則に配慮しております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度における経営成績は、営業収益79億52百万円（前年度比52.0％、73億45百万円

減）、純営業収益78億11百万円（同51.8％、72億75百万円減）、経常利益27億78百万円（同36.9％、47億43百万円

減）、当期純利益16億43百万円（同43.2％、21億63百万円減）と、平成22年３月期に比べ大幅な減収・減益となりま

した。これは、主として、株式市場の低迷等により株式関連収益が落ち込んだほか、前年度に計上した投資銀行業務

関連の債券売買益が当年度は発生しなかったことにより債券関連収益も大きく減少したことが起因しております。

内訳は以下のとおりであります。

（営業収益）

　当連結会計年度の受入手数料につきましては、株券委託手数料は７億７百万円（前年度比87.7％、99百万円減）、

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は、前年度より増加はしたものの、案件が少なかったこと

から、12百万円（同556.7％、10百万円増）にとどまりました。募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱

手数料は、投資信託の取扱いの増加により５億62百万円（同134.7％、１億44百万円増）、主に投資信託の代行手数

料や投資銀行業務関連手数料からなる、その他の受入手数料は２億76百万円（同47.1％、３億10百万円減）となり

ました。以上の結果、受入手数料全体では、15億65百万円（同86.0％、２億55百万円減）と減少しました。トレーディ

ング損益は、株券等トレーディング損益は、前年度極めて好調であった外国新株予約権付社債の販売減により、７億

48百万円の利益（同31.1％、16億57百万円減）と、大幅に減少しました。また、債券等トレーディング損益につきま

しては、前年度に計上した投資銀行業務関連の売買益が当年度は発生しなかったことから、46億12百万円の利益

（同45.6％、54億93百万円減）へと大幅減となりました。これらにその他のトレーディング損益30百万円の利益

（前年度は62百万円の損失）を加えたレーディング損益全体は、53億91百万円の利益（前年度比43.3％、70億58百

万円減）となりました。連結子会社の営業投資有価証券損益は54百万円の損失（前年度は１億84百万円の損失）と

なりました。金融収益は信用取引収益等の減少により、９億34百万円（前年度比97.6％、22百万円減）となりまし

た。また、その他の営業収入につきましては、連結子会社における手数料収入や不動産賃貸収入を中心に１億15百万

円（同45.7％、１億38百万円減）となっております。以上の結果、当連結会計年度の営業収益は79億52百万円（同

52.0％、73億45百万円減）と大幅な減少となりました。

（金融費用）

　当連結会計年度の金融費用は信用取引費用や支払利息等の減少により、１億40百万円（前年度比66.9％、69百万円

減）となりました。

（純営業収益）

　当連結会計年度の純営業収益は、トレーディング損益の大幅な減少により、78億11百万円（前年度比51.8％、72億

75百万円減）となりました。

（販売費・一般管理費）

　当連結会計年度の販売費・一般管理費は、前年度に計上した投資銀行業務関連の一時費用が当年度は発生しな

かったことに加え、経費節減に努めた結果、51億31百万円（前年度比65.2％、27億43百万円減）となりました。

（営業利益）

　当連結会計年度の純営業収益から販売費・一般管理費を控除した営業利益は26億79百万円（前年度比37.2％、45

億32百万円減）となりました。
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（営業外損益）

　当連結会計年度の営業外収益は、投資有価証券の配当金や匿名組合投資利益等、合計で１億49百万円（前年度比

45.7％、１億77百万円減）、一方、営業外費用は投資事業組合運用損等、合計で51百万円（同290.1％、33百万円増）

となり、営業外損益全体では98百万円の利益（同31.8％、２億10百万円減）となりました。

（経常利益）

　営業利益に営業外損益の利益を加算した当連結会計年度の経常利益は27億78百万円（前年度比36.9％、47億43百

万円減）となりました。

（特別損益）

　当連結会計年度の特別利益は、投資有価証券売買益78百万円等、合計で86百万円（前年度比395.7％、64百万円

増）、一方、特別損失は投資有価証券評価損１億34百万円等、合計で１億91百万円（同11.3％、14億97百万円減）と

なり、特別損益全体では１億４百万円の損失（前年度は16億67百万円の損失）となりました。

（税金等調整前当期純利益）

　経常利益から特別損益の損失１億４百万円を差し引いた当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、26億73百

万円（前年度比45.7％、31億81百万円減）となりました。

（法人税、住民税及び事業税）

　当連結会計年度の法人税等の税負担額は７億９百万円（前年度比29.9％、16億66百万円減）となりました。

（当期純利益）

　以上の結果、当連結会計年度の当期純利益は16億43百万円（前年度比43.2％、21億63百万円減）となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの営業収益は、証券市場に係る受入手数料収益及びトレーディング損益を柱としており、その大半が

株式市場及び債券市場を源泉としております。株式市場関連収益の連結純営業収益に占める割合は、第68期が

19.0％（受入手数料9.4％、トレーディング損益9.6％）、第67期が21.4％（受入手数料5.4％、トレーディング損益

16.0％）と高い水準にあり、さらに、債券市場関連収益につきましては、トレーディング損益を中心に、第68期が

59.1％、第67期が67.0％と、相当の割合に達しております。したがって、当社グループの経営成績は、証券市場の動向

に左右される傾向が強く、株式・債券市況の好・不調によって、業績が大きく変動する可能性があります。加えて、

当社は、Face to Faceのビジネスモデルを堅持しつつ、お客さまの多様な資金運用ニーズに応えるため様々な金融

商品を取り扱っており、その過程で、まとまった量の外貨建外国債券を保有することがあります。そのため、外国為

替市場等の急激な変動により、非常に短い期間に多額の評価損益が発生する可能性もあります。

　一般的に、証券市場や外国為替市場は、内外の政治・経済情勢、企業収益、金利、税制等、様々な要因を反映して変動

しますので、当社グループの経営成績についても、証券市場を通じて、それらの要因・情報からの影響を受ける度合

いが高いと言えます。

　したがいまして、このような環境が当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）現状と見通し

　以上のような状況を踏まえ、当社グループといたしましては、創立以来の「信は萬事の基と為す」の基本理念のも

と、①多様な特色ある商品提供による差別化、②Face to Faceのビジネスモデル追求によるリテール部門の収益基

盤拡充、③バランスのとれた収益構造の維持・強化、及び④トレーディング部門の強化を中長期的な経営戦略とし

つつ、①「タイムリーな商品提案力」と幅広い「コンサルティング機能」の強化等を通じてのFace to Faceのビジ

ネスモデルの追求、②「新規顧客の開拓」及び「預り資産の増強」を通じたリテール部門の収益基盤の拡充、③適

正なリスク管理に基づく戦略的な財務運営による株主価値の増大、④人材の育成と多様化、⑤経費の効果的活用の

徹底及び⑥コンプライアンス及び内部統制の強化を重点課題として、それらの達成に向けて邁進する所存でありま

す。
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(5）連結会計年度の財政状態の分析

　当社グループの当連結会計年度末の資産総額は569億３百万円、負債総額は255億34百万円、純資産額は313億69百

万円となりました。内訳は以下のとおりとなっております。

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、443億16百万円（前年度末438億19百万円）となり、４億97百万円増

加しました。主な要因としては、現金・預金の増加（116億34百万円から126億28百万円へ９億94百万円増）、トレー

ディング商品の増加（111億19百万円から143億60百万円へ32億41百万円増）があった一方で、営業投資有価証券の

減少（84億56百万円から48億35百万円へ36億20百万円減）が生じたことなどがあげられます。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、125億87百万円（前年度末は103億34百万円）となり、22億53百万円

増加しました。これは、土地の増加（14億81百万円から41億74百万円へ26億93百万円増）等によるものであります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、237億29百万円（前年度末は217億95百万円）となり、19億34百万円

増加しました。主な要因としては、短期借入金が増加（107億54百万円から165億20百万円へ57億65百万円増）した

反面、未払法人税等の減少（23億91百万円から17百万円へ23億74百万円減）が見られたことなどがあげられます。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、17億82百万円（前年度末は８億58百万円）となり、９億24百万円増

加しました。これは長期借入金の増加（10億円全額増加）等によるものであります。　

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は、313億69百万円（前年度末は314億73百万円）となり、１億３百万円減

少しました。これは主にその他有価証券評価差額金の減少（１億71百万円から１億５百万円へ65百万円減）による

ものであります。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが15億12百万円の減少、投資活動によるキャッ

シュ・フローが25億92百万円の減少、財務活動によるキャッシュ・フローが50億72百万円の増加となった結果、現

金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は126億28百万円となりました。内訳は以下のとおりとなっております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末における営業活動によるキャッシュ・フローは15億12百万円の減少（前連結会計年度末は84億

41百万円の増加）となりました。これは、主にトレーディング商品の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末における投資活動によるキャッシュ・フローは25億92百万円の減少（前連結会計年度末は２億

17百万円の減少）となりました。これは、主に固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末における財務活動によるキャッシュ・フローは50億72百万円の増加（前連結会計年度末は16億

74百万円の減少）となりました。これは、短期借入金の増加によるものであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資につきましては、今後予想される厳しい経営環境に配慮し、新規の投資を極力抑制し既存

の経営資源の有効活用に努めました。なお、平成22年10月に、当社の連結子会社である株式会社ＦＥインベストが、同

子会社が匿名組合出資を通じて貸付を行っていた民事再生手続中の法人より、当該貸付に係る根抵当権を設定してい

た土地を出資金相当額で以下のとおり取得しました。

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

株式会社ＦＥイ

ンベスト

（東京都中央区）

投資・金融

サービス業
土地 － －

2,700

（0）
－ － 2,700 3
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

平成23年３月31日現在　

店舗名 所在地
セグメントの

名称

建物及び
構築物
帳簿価額
（百万円）

土地 リース
資産

（百万円）

合計
帳簿価額
（百万円）

従業員数
（人）帳簿価額

（百万円）
面積
（千㎡）

本店（賃借） 東京都中央区
投資・金融

サービス業
49 － － － 49 78

極東第２ビル

（賃借）
東京都中央区

投資・金融

サービス業
3 7 0 － 10 21

神谷ビル（賃

借）
東京都中央区

投資・金融

サービス業
－ － － － － 22

日本精糖ビル

（賃借）
東京都中央区

投資・金融

サービス業
2 － － － 2 13

七十七銀行日

本橋ビル（賃

借）

東京都中央区
投資・金融

サービス業
3 － － － 3 15

霞が関ビル支

店（賃借）

東京都千代田

区

投資・金融

サービス業
0 － － － 0 14

新宿支店（賃

借）
東京都新宿区

投資・金融

サービス業
1

－ － －

1

10

新宿支店分室

（賃借）
東京都新宿区

投資・金融

サービス業
－ － － 4

銀座支店（賃

借）
東京都中央区

投資・金融

サービス業
29 － － － 29 14

新小岩支店

（賃借）
東京都葛飾区

投資・金融

サービス業
6 － － － 6 14

蒲田支店（賃

借）
東京都大田区

投資・金融

サービス業
2 － － － 2 10

平塚支店（賃

借）

神奈川県平塚

市

投資・金融

サービス業
11 － － － 11 9

大阪支店（賃

借）
大阪市中央区

投資・金融

サービス業
2 － － － 2 11

名古屋支店

（賃借）
名古屋市東区

投資・金融

サービス業
2 － － － 2 12

その他 　
投資・金融

サービス業
72 152 0 － 225 －

合計 　 　 189 159 0 － 348 247

　（注）１．帳簿価額の金額には消費税及び地方消費税を含めておりません。

２．従業員数は就業人員数を表示しております。

３．本店と極東第２ビルは極東プロパティ㈱からの賃借であり、他は当該会社からの転借であります。

４．店舗名欄の「その他」の主なものは次のとおりであります。

区分 所在地
セグメントの

名称

建物及び
構築物帳簿価額
（百万円）

土　　　地

帳簿価額（百万円） 面積（千㎡）

平塚社宅 神奈川県平塚市
投資・金融

サービス業
14 25 0

大阪社宅 大阪府大阪市西区
投資・金融

サービス業
5 28 0

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

有価証券報告書

 20/123



　

(2）国内子会社

平成23年３月31日現在　

会社名 所在地
セグメントの

名称

建物及び
構築物
帳簿価額
（百万円）

土地 リース
資産

（百万円）

合計
帳簿価額
（百万円）

従業員数
（人）帳簿価額

（百万円）
面積
（千㎡）

極東プロパ

ティ株式会社
東京都中央区

投資・金融

サービス業
388 1,315 1 － 1,703 8

株式会社ＦＥ

インベスト
東京都中央区

投資・金融

サービス業
0 2,700 0 － 2,700 3

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成23年３月31日現在における計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年６月27日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 32,779,000 32,779,000東京証券取引所市場第一部 単元株式数100株

計 32,779,000 32,779,000 － －

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

            該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

            該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　　 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

(注）

203,40032,779,00089,2925,251,68789,0894,774,326

　（注）新株予約権の権利行使による増加であります。
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（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 34 26 91 73 1 5,891 6,116        －

所有株式数

（単元）
－ 85,810 7,611 55,52426,997 2 151,801327,745 4,500

所有株式数の

割合（％）
－ 26.18 2.32 16.94 8.24 0.00 46.32 100        －

  （注）自己株式876,693株は「個人その他」に8,766単元、「単元未満株式の状況」に93株含まれております。なお、自己

株式876,693株は株主名簿上の株式数と平成23年３月31日現在の実質所有残高と一致しております。

 

（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社　みつる 東京都新宿区三栄町27番地 2,000 6.10

菊池　廣之 東京都新宿区 1,619 4.94

株式会社　七十七銀行 宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番20号 1,616 4.93

（常任代理人　資産管理

サービス信託銀行株式会

社）

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

  

株式会社　三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,523 4.64

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 1,491 4.54

（常任代理人　日本トラス

ティ・サービス信託銀行株

式会社）

（東京都中央区晴海一丁目８番11号）   

菊池　一広 東京都大田区 967 2.95

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 943 2.87

菊池　基之 東京都渋谷区 875 2.66

高野　満美恵 HO CHI MINH VIETNAM 730 2.22

（常任代理人　極東証券株

式会社）

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番７

号）
  

菊池　久基 東京都大田区 727 2.21

計 － 12,493 38.11

  （注）１．上記のほか、自己株式が876千株あります。

  ２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数943千株は、全て同社の信託業務

に係るものであります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分259千株、投資信託設定分473千株、管理 有価

証券信託分等の株式210千株となっております。 
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）(注) 普通株式   　876,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　31,897,900 318,979 －

単元未満株式 普通株式　 　　4,500 － －

発行済株式総数 32,779,000 － －

総株主の議決権 － 318,979 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社所有の自己株式であります。 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

極東証券株式会社
東京都中央区日本橋茅

場町一丁目４番７号
876,600 － 876,600 2.67

計 － 876,600 － 876,600 2.67

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

            該当事項はありません。 
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

        該当事項はありません。

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（新株予約権の権利行使）（注）１
4,056 3,543,616 － －

保有自己株式数 876,693 － 876,693 －

（注）１．自己株式の減少4,056株及び3,543,616円は、ストックオプションの権利行使による減少4,000株、3,508,000円、

単元未満株式の買増請求による減少56株、35,616円であります。

２．当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社グループは、株主価値向上の一環として、株主の皆さまに対し積極的な利益還元を図ることを経営の重要な政策

の一つとしており、配当につきましては、連結配当性向50％以上を目標とした業績連動型の配当政策を基本としてお

ります。また、安定的な配当に対する株主の皆さまの期待にお応えする観点から、連結純資産配当率（DOE）２％以上

を目標として掲げており、両基準で算出した数値のいずれか高い金額を配当金額とする旨を基本方針としておりま

す。

当社グループは、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。　

　これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。

　こうした政策に基づいて、当期の期末配当に関しましては、連結配当性向基準を採用し、１株当たり20円の普通配当

を実施いたしました。なお、中間配当金として１株当たり10円をお支払いしておりますので、当期の年間配当は30円と

なります。内部留保につきましては、主として、お客さまサービスの向上や営業基盤の拡充に資する政策の実施及び高

い収益性や成長性が見込める事業分野への投資活動に充当してまいります。

  当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成22年９月14日

取締役会決議
319 10

平成23年５月16日

取締役会決議
638 20

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 2,075 1,502 908 987 892

最低（円） 957 682 254 295 462

（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月平成22年11月平成22年12月平成23年１月 平成23年２月 平成23年３月

最高（円） 681 668 719 711 701 694

最低（円） 570 554 652 687 653 462

（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
 菊池　廣之 昭和17年３月６日生

昭和39年４月 野村證券株式会社入社

昭和47年７月 当社入社

昭和47年11月 同代表取締役副社長

昭和54年12月 同代表取締役社長（現任）

（注）４ 1,619

取締役副社長

(代表取締役)
　 菊池　一広 昭和43年２月８日生

平成２年４月 野村證券株式会社入社

平成11年３月 当社入社　顧問

平成11年６月 同代表取締役副社長（現任）

（注）４ 967

取締役

専務執行役員
営業本部長 山中　隆一 昭和24年９月25日生

昭和48年４月 当社入社

平成５年６月 同取締役商品本部長

平成12年６月 同常務取締役

平成17年６月 同専務取締役・営業本部長

平成18年６月 同取締役専務執行役員・営業

本部長（現任）

［主要な兼職］

株式会社極東証券経済研究所　取締役（現

任）　

（注）４ 58

取締役

専務執行役員

企画管理本

部長
宮内　誠治 昭和30年９月25日生

昭和54年４月 株式会社三井銀行（現株式会

社三井住友銀行）入行

平成13年10月 同小岩支店長

平成15年６月 当社入社

 　　　　　　同取締役・管理本部（現企画管理本

部）副本部長兼リスク管理部

長　　　　　　 

平成17年６月 同常務取締役

平成18年６月 同常務執行役員

平成21年６月 同取締役専務執行役員・企画

管理本部長（現任）

（注）４ 20

取締役

専務執行役員
商品本部長 出沼　利厚 昭和23年２月20日生

昭和46年４月 当社入社

平成５年３月 同商品本部公社債商品部長

平成９年４月 同営業本部国際部長　　　　　　　　

　　 

平成15年10月 同商品本部金融商品部長

平成18年６月 同執行役員国際金融商品部長

　

平成19年10月 同常務執行役員・商品本部長

兼国際金融商品部長

平成23年６月 同取締役専務執行役員・商品

本部長（現任）

（注）４ 8

取締役  田村　謙 昭和16年７月18日生

昭和39年４月 野村證券株式会社入社

平成８年６月 同取締役副社長

平成９年６月 野村ファイナンス株式会社取

締役社長

平成11年６月 野村不動産株式会社取締役副

社長

平成14年６月 当社社外取締役

平成15年７月 東証取引参加者協会会長

平成16年９月 当社特別顧問

平成17年６月 同社外取締役（現任）

（注）４ 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

(常勤)
 高森　正雄 昭和22年11月２日生

昭和45年４月 東京証券取引所（現株式会社

東京証券取引所グループ）入

所

平成７年６月 同国際部長

平成９年６月 財団法人証券保管振替機構　

企画部長

平成11年６月 東京証券取引所　調査部長

平成14年６月 同考査部長

平成16年２月 当社入社　理事　経理部長

平成18年６月 同執行役員経理部長

平成19年４月 同常務執行役員　

平成23年６月 同常勤監査役（現任）

［主要な兼職］

株式会社極東証券経済研究所　非常勤監査

役（現任）　　

（注）５ 20

監査役

(常勤)
 池田　裕之 昭和29年３月24日生

昭和52年４月 株式会社北海道拓殖銀行入行

平成10年11月 中央信託銀行株式会社（現中

央三井信託銀行株式会社）鶴

間支店長

平成13年２月 同秘書室長

平成14年７月 同吉祥寺支店長

平成16年６月 同札幌支店長

平成18年11月 中央三井信用保証株式会社取

締役審査第一部長

平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

［主要な兼職］

極東プロパティ株式会社　非常勤監査役

（現任）　

（注）５ 11

監査役

(非常勤)
 柳村　幸一 昭和22年２月14日生

昭和44年４月 株式会社三井銀行（現株式会

社三井住友銀行）入行

平成９年６月 株式会社さくら銀行（現株式

会社三井住友銀行）取締役兼

東京営業部東京営業第六部長

平成13年４月 株式会社三井住友銀行常務執

行役員兼人事部長

平成14年６月 室町殖産株式会社代表取締役

社長

平成19年４月 株式会社ナイガイ社外監査役

（現任）

平成20年10月 室町建物株式会社代表取締役

社長　

平成21年６月 当社社外監査役（現任）

（注）６ 0

    計  2,727

（注）１．取締役田村謙は会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２．監査役池田裕之及び柳村幸一は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３．代表取締役副社長菊池一広は代表取締役社長菊池廣之の長男であります。

４．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成21年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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７．当社では、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる取

締役会の効率的運営を確保するため、取締役員数を減員するとともに取締役会の「経営の意思決定及び執行監

督機能」と執行役員の「業務執行機能」を分離し、各々の機能強化を図るために平成18年６月27日より執行役

員制度を導入しております。

有価証券報告書提出日現在の執行役員は以下のとおりであります。

役名 職名 氏名

常務執行役員 投資銀行本部長兼投資銀行部長（事業開発グループ長） 棚原　慎太郎

執行役員 本店資産管理第二部長 中村　仁

執行役員 営業本部副本部長兼営業統括部長 後藤　昌弘

執行役員 コーポレート事業部担当 小竹　隆幸

執行役員 企画管理本部コンプライアンス担当 井手　努

８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

藤田　博章 昭和15年５月25日生

昭和39年４月  日本レイヨン株式会社（現ユニチカ株式会社）入社

昭和44年４月  フジタ産業株式会社入社　専務取締役

昭和53年３月

　　

 有限会社ファミリーフーズ設立（現株式会社フジタコーポ

レーション）代表取締役社長（現任）　

［主要な兼職］  

株式会社フジックス代表取締役社長

フジタ産業株式会社取締役 　

－

  計 －

　（注）補欠監査役藤田博章は会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の透明性向上とコンプライアンス重視の経営に

徹するため、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築すること

を重要課題と位置づけております。また、お客さま・株主の皆さま・従業員・地域社会等全ての利害関係者を視野に

入れながら、役員はもとより社員一人ひとりが常に高い倫理観を持ち、誠実かつ公正に業務を行うことが不可欠であ

ると考えております。有価証券報告書提出日現在のコーポレート・ガバナンスに係る組織・体制等は、以下のとおり

であります。

(1）企業統治の体制

　　当社は取締役会、監査役会を設置しております。また、任意の執行役員制度を採用しております。

これは、当社業務に精通した人物による会社経営及び、取締役と監査役の完全な分離が、当社にとって最も適した

形態であるとの考えに基き、取締役会が経営の監督機能を、監査役会が取締役・執行役員の業務執行の監査機能

を担っております。さらに、その透明性を高めるために、社外取締役と社外監査役を選任しております。

①　会社の機関の内容

イ．社外取締役・社外監査役の選任状況

　当社は、「会社法第２条第15号」に定める「社外取締役」を１名選任しております。また、当社は、監査役制度

を採用しており、３名の監査役がおります。常勤監査役２名のうち１名と非常勤監査役１名が「会社法第２条

第16号」に定める「社外監査役」であります。

ロ．各種委員会・機関の概要

　当社は、金融商品取引法をはじめとした法令・諸規則遵守の一段の強化を図るため、社内に「コンプライアン

ス委員会」を設置し、法令違反行為の未然防止策の立案、社内の問題点の早期洗い出しと改善策の検討・具体

化を図っております。

　また、情報化の急速な進展に伴い、情報セキュリティポリシーや情報セキュリティマニュアル等諸規程を整備

するとともに、定期的に開催される「情報セキュリティ委員会」により、経営情報や個人情報保護を含めた情

報管理体制の強化を図っております。

　さらに、当社の株価に影響を与える可能性のある当社の重要な会社情報に関し、タイムリーかつ公平な情報公

開の確保を図るため、ディスクロージャー規程を制定するとともに、情報の正確性を期すため「ディスクロー

ジャー委員会」での審議を経て開示する体制をとっており、一層の情報管理体制整備を図っております。

ハ．社外役員の専従スタッフの配置状況

　現在、当社は、社外取締役や監査役の職務を補助すべき専門スタッフの配置は致しておりませんが、必要に応

じて検査部・業務監査部・総務部・人事部・経理部等が適宜対応致しております。

ニ．業務執行・監視の仕組み

　当社は、経営環境の急激な変化に対応するための「更なる経営の意思決定の迅速化」と業務執行の分離によ

る「経営の効率化」を目的に執行役員制度を導入しております。取締役会は、業務執行監督機能を強化し、執行

役員は、取締役会にて決定される経営戦略に基づく業務執行機能の強化を図っております。

　当社の業務執行体制及び監視体制は、次のとおりであります。

取締役会　　：経営上の最高意思決定機関として、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関す

る事項を決議し、取締役の職務執行を監督します。定時取締役会は、原則として毎月１回開催

しており、必要に応じて臨時取締役会を開催することとしております。取締役会では、付議事

項の審議及び重要な報告がなされ、監査役も毎回出席しております。取締役会は、活発な議論

と迅速な意思決定が可能な体制となっており、さらに経営監督機能の透明性向上と経営環境

の変化に機動的に対応できる経営体制を確立するために、取締役の任期を１年としておりま

す。また、当社の取締役の定数につきましては、９名以内とする旨を定款に定めております。

経営戦略会議：取締役並びに執行役員で構成され、経営上の重要な業務に関する事項並びに経営計画・営業

計画等に関する協議を行います。原則として毎月１回開催し、監査役も毎回出席しておりま

す。また、特に重要な事項については、取締役会にて決議を行うこととしております。

取締役社長　：取締役会の議長であり、取締役会を統轄するとともに、取締役会の決議を執行し、当社業務の

全般を統轄しております。
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監査役　　　：取締役会並びに経営戦略会議の他に各種委員会等重要な会議への出席、取締役等からの聴取、重

要な決裁書類等の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程及び取締役の職務執行状況につい

て監査し、経営判断の公正・適法性等を確保しております。また、内部監査部門や監査法人

（会計監査人）との連携により、監査役監査制度を一層充実させるとともに、各部署への往

査等により、コンプライアンスや業務管理体制等の整備・実施状況についてのモニタリング

を定期的に行い、取締役に報告・意見具申することにより、経営監督機能の強化を図ってお

ります。

監査役会　　：監査役全員をもって構成し、原則として毎月１回開催しております。監査役会規程に基づき、法

令・定款に従い、監査役の監査方針を定めるとともに、各監査役の報告に基づき監査意見を

形成しております。

執行役員　　：執行役員は、取締役会の経営方針に基づき、各々の担当分野において業務を執行する責任を負

い、その選任・解任及び担当業務は取締役会で決定します。執行役員の任期は、就任後１年以

内の最終の決算期に関する定時株主総会の時までとしております。

②　内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「内部統制システム構築の

基本方針」に基づき、統制組織及び統制手段が相互に結びつき内部統制機能が作用するシステムを構築しており

ます。当社は、コンプライアンス全体を統括する統制組織として、日本証券業協会の「協会員の内部管理責任者等

に関する規則」に基づき、内部管理を担当する取締役１名を「内部管理統括責任者」として定め、営業単位ごと

に「営業責任者」及び「内部管理責任者」を設置しております。これら制度を通じ、金融商品取引法その他法令

諸規則の遵守、投資勧誘等の営業活動や顧客管理等が適正に行われるよう、コンプライアンス担当の執行役員を

置き、その指示の下、社内の管理部門と監査部門が中心となり、内部管理体制の整備に努めております。また、各役

職員がコンプライアンスに対する理解を深め、法令遵守を行うに止まらず、十分に自己規律を働かせた行動を選

択できるよう、「倫理コード」や「コンプライアンスプログラム」を適宜見直し改定するとともに、具体的な行

動計画の明確化とともに、基本原則を定めた「コンプライアンスマニュアル」の徹底を図っております。さらに、

業務実施状況に対する適正な管理を行うための統制手段として、社内諸規程の整備を図り、監査役及び会計監査

人と連携しつつ、内部監査等を実施しております。

③　リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、リスクの多様化・高度化とともに専門性が必要とされることから、リスク管理規程に

基づき、当社が管理すべきリスクの所在と種類を明確化したうえで、各々のリスクごとに管理規定を整備し、各部

署が分担して管理する体制としております。リスク全般の管理統括の体制については、取締役企画管理本部長を

「リスク管理統括責任者」として定めるとともに、企画管理本部傘下にリスク管理部を設置し、全社の統合リス

ク管理をしております。リスクに関する重要事項の審議決定は、取締役と執行役員を構成メンバーとする経営戦

略会議が行い、急激な環境変化等に機動的に対応しております。また、証券会社の財務の健全性の指標となる自己

資本規制比率については、リスク管理部が毎営業日ごとに算出し、全取締役・執行役員並びに監査役に報告する

他、毎月末の自己資本規制比率並びにその詳細を取締役会に報告しております。

④　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査及び監査役監査の体制は、営業部店検査と内部監査をそれぞれ検査部６名と業務監査部３名が

所管実施しており、監査役監査については、監査役３名が実施しております。検査部及び業務監査部は、毎期初に

策定する営業部店に対する検査実施要領並びに内部部門及び関係会社に対する内部監査実施要領に基づき検査

・監査を実施し、改善事項の徹底と併せて、検査（監査）報告会の開催により関係部署との問題点の共有化を

図っております。また、監査役は、監査年度開始に当たり、内部管理部門各部を招集し、当該期の監査方針・監査計

画の概要説明と意見交換を実施しております。監査役は、検査（監査）報告会並びに各部店の検査部検査結果講

評に出席するとともに、部店臨店業務監査を実施し、業務活動の実態把握とチェックを行っております。なお、常

勤監査役高森正雄は、当社の経理部長及び担当役員を平成16年から7年以上務め、財務及び会計に関する相当な知

見を有しております。

⑤　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、東陽監査法人所属の高岡勲氏及び福田裕氏であります。

　また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名及びその他９名であります。

　会計監査人は、監査を効率的に実施する観点から、監査役及び社内関連部署等と連携しつつ、内部統制の状況等

について把握するとともに、その有効性を評価し、監査役会へ報告しております。

　監査役と会計監査人は、監査役監査方針・監査計画の概要と会計監査方針・監査計画を相互に説明し、各監査の

実施状況及び結果について意見聴取・協議を定期的に実施しております。また、会計監査人の部店往査時には監

査役の立会いを行っております。
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⑥　その他

　当社は、企業経営及び日常業務に関して、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、経営判断上の参考とするため、

必要に応じて専門的立場からの助言を受ける体制をとっております。

(2）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　社外取締役１名は、大手証券会社の元副社長経験者であります。そのため、証券業界の動向や証券会社の経営に高

い見識を有しており、当社経営の透明性向上とコンプライアンス重視の経営に資することができると考えておりま

す。

　また、社外監査役の２名は、各々取引銀行出身者であります。長年に亘る金融機関勤務経験を持ち、その経歴を通じ

て培った見識を生かして、客観性や中立性が保たれていると考えております。

　なお、当社と社外取締役並びに社外監査役との間には特別の利害関係はありません。

 

 　 (3）取締役の定数及び取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の定数を９名以内とする旨、並びに、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行

使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行

う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

(4）株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

①　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

②　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、職務を遂行するにあたり期待された役割を十分に発揮できるよう、会社法第423条第１項の取締役（取

締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場

合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款で定

めております。

 

 　 (5）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

　 （6）役員報酬等

①　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）　 対象となる

基本報酬
ストック

賞与 退職慰労金　
役員の員数

オプション （人）

 取締役
252　 211　 －　 41　 －　 6　

（社外取締役を除く。）

 監査役
13　 13　 －　 －　 －　 1　

（社外監査役を除く。）

 社外役員 30　 30　 －　 －　 －　 3　

（注）上記には、平成22年６月29日開催の第67回定時株主総会終結をもって退任した取締役１名を含んでおります。なお、

当事業年度末現在の役員の員数は、取締役５名、監査役１名、社外役員３名であります。　
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②　報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

該当事項はありません。

　

③　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの　

　該当事項はありません。

　

④　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法　

　平成18年６月開催の株主総会で承認頂いた報酬限度額の範囲内で、各役員の役位や担当業務、その責任の大き

さ、実績等を総合的に判断して決定しております。

　

 　（7）株式の保有状況

①　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額　

　29銘柄　1,216百万円

　

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式　　

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表

保有目的計上額

（百万円）

 日本製粉㈱ 639,000 297
当社の主要取引先であり、安定株主として相互に株式を保有すること

を目的としております。

 ㈱三井住友フィナンシャ

ルグループ
43,512 134

当社のメイン・バンクとして長期にわたり親密な取引関係を有して

おり、安定株主として相互に株式を保有することを目的としておりま

す。

 中央三井トラスト・ホー

ルディングス㈱
285,000 100

当社の主要取引銀行として長期にわたり親密な取引関係を有してお

り、安定株主として相互に株式を保有することを目的としておりま

す。

 平和不動産㈱ 351,500 98
同社は、証券業界と長期にわたり深い関わりを有していることから、

安定株主として相互に株式を保有することを目的としております。

 ㈱七十七銀行 150,000 80

当社の主要取引銀行として長期にわたり親密な取引関係を有してお

り、安定株主として相互に株式を保有することを目的としておりま

す。

 日揮㈱ 26,000 43安定株主として相互に株式を保有することを目的としております。

 三井住友海上グループ

ホールディングス㈱
15,600 40

当社の主要取引先であり、安定株主として相互に株式を保有すること

を目的としております。

 ㈱名古屋銀行 100,000 38
当社の取引銀行として親密な関係を有しており、安定株主として相互

に株式を保有することを目的としております。

 日本証券金融㈱ 50,000 34

同社は、証券取引に係る主要信用供与機関として証券業界と長期にわ

たり深い関わりを有しており、かつ株式の信用取引に係る当社の主要

取引先であることから、安定株主として相互に株式を保有することを

目的としております。

 東都水産㈱ 200,000 32
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

（注）三井住友海上グループホールディングス㈱は、平成22年４月１日にＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホール

ディングス㈱となりました。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表

保有目的計上額

（百万円）

 日本製粉㈱ 639,000 243
当社の主要取引先であり、安定株主として相互に株式を保有すること

を目的としております。

 ㈱三井住友フィナンシャ

ルグループ
43,512 112

当社のメイン・バンクとして長期にわたり親密な取引関係を有して

おり、安定株主として相互に株式を保有することを目的としておりま

す。

 中央三井トラスト・ホー

ルディングス㈱
285,000 84

当社の主要取引銀行として長期にわたり親密な取引関係を有してお

り、安定株主として相互に株式を保有することを目的としておりま

す。

 平和不動産㈱ 351,500 67
同社は、証券業界と長期にわたり深い関わりを有していることから、

安定株主として相互に株式を保有することを目的としております。

 ㈱七十七銀行 150,000 62

当社の主要取引銀行として長期にわたり親密な取引関係を有してお

り、安定株主として相互に株式を保有することを目的としておりま

す。

 ＭＳ＆ＡＤインシュアラ

ンスグループホールディ

ングス㈱

15,600 29
当社の主要取引先であり、安定株主として相互に株式を保有すること

を目的としております。

 東都水産㈱ 200,000 28
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 日本証券金融㈱ 50,000 27

同社は、証券取引に係る主要信用供与機関として証券業界と長期にわ

たり深い関わりを有しており、かつ株式の信用取引に係る当社の主要

取引先であることから、安定株主として相互に株式を保有することを

目的としております。

 ㈱椿本チェイン 35,000 14
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 ㈱サンケイビル 25,000 12
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 三井造船㈱ 52,000 10
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 ㈱バンダイナムコホール

ディングス
11,400 10安定株主として相互に株式を保有することを目的としております。　

 松本油脂製薬㈱ 5,000 9
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 ㈱フジタコーポレーショ

ン
225 8

当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 ㈱情報企画 100 4
当社の取引先であり、安定株主として株式を保有することを目的とし

ております。

 ㈱ミライト・ホールディ

ングス
4,800 3

当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

 ㈱だいこう証券ビジネス 1,000 0
当社の取引先であり、安定株主として相互に株式を保有することを目

的としております。

（注）中央三井トラスト・ホールディングス㈱は、平成23年４月１日に三井住友トラスト・ホールディングス㈱となりま

した。
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みなし保有株式

該当事項はありません。　

　

③　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売買損益及び評価損益の合計額　

　

前事業年度
当事業年度（百万円）

（百万円）

貸借対照表計 貸借対照表計 受取配当金 売買損益 評価損益

上額の合計額 上額の合計額 の合計額 の合計額 の合計額

 非上場株式 532　 523　 12　 －　  △8

 上記以外の株式 －　 28　 0　 －　 △29　

　

④　投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計上額

該当事項はありません。

　

⑤　投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計上額

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

㈱名古屋銀行 100,000 26

㈱ＪＢＩＳホールディングス 5,631 1
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　当社の経営組織その他コーポレート・ガバナンス体制の模式図は、以下のとおりです。

 

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

有価証券報告書

 36/123



（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 30 － 30 －

連結子会社 2 － 2 －

計 32 － 32 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）　

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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７【業務の状況】

(1）受入手数料の内訳

前事業年度　

区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

委託手数料 806 0 6 － 813

引受け・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の手数料
1 0 － － 2

募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱い手数料
0 0 408 8 417

その他の受入手数料 9 0 146 430 586

計 818 2 560 439 1,820

 

当事業年度　

区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

委託手数料 707 0 4 － 713

引受け・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の手数料
12 － － － 12

募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱い手数料
5 0 546 11 563

その他の受入手数料 10 0 207 58 276

計 735 2 758 69 1,566

 

(2）トレーディング損益の内訳

区分

前事業年度
（自平成21年４月　至平成22年３月）

当事業年度
（自平成22年４月　至平成23年３月）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

株券等 2,536 △130 2,406 873 △124 748

債券等 7,973 2,131 10,105 4,029 582 4,612

その他 △64 1 △62 7 22 30

合計 10,446 2,003 12,449 4,910 480 5,391
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(3）自己資本規制比率

 前事業年度 当事業年度

基本的項目 　 (A）(百万円) 28,381 29,277

補完的項目

金融商品取引責任準

備金
 (百万円) 26 21

貸倒引当金  (百万円) 357 157

有価証券評価損益のう

ち補完的項目に算入す

る額

 (百万円) 171 106

その他  (百万円) － －

 計 (B）(百万円) 555 285

控除資産  (C）(百万円) 15,113 14,765

控除後自己資本 (A)＋(B)－(C)(D）(百万円) 13,823 14,798

リスク相当額

市場リスク相当額  (百万円) 1,511 1,899

取引先リスク相当額  (百万円) 824 784

基礎的リスク相当額  (百万円) 1,948 1,338

 計 (E）(百万円) 4,283 4,022

自己資本規制比率 (D)／(E)×100 （％） 322.7 367.9

　（注）上記は金融商品取引法第46条の６第１項の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより

決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当事業年度の市場リスク相当額の月末平均額は1,716百万円、月末最大額は2,147百万円、取引先リスク相当

額の月末平均額は833百万円、月末最大額は1,422百万円であります。

(4）有価証券の売買等業務

①　有価証券の売買の状況（市場デリバティブ取引を除く）

　最近２事業年度における有価証券の売買の状況（市場デリバティブ取引を除く）は、次のとおりであります。

イ．株券

区分
受託

（百万円）
自己

（百万円）
合計

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
191,1841,174,2401,365,424

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
167,643730,787898,430

ロ．債券

区分
受託

（百万円）
自己

（百万円）
合計

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
118 257,419257,538

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
130 205,477205,608
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ハ．受益証券

区分
受託

（百万円）
自己

（百万円）
合計

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
1,766 10,921 12,687

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
1,417 12,534 13,951

ニ．その他

区分

新株引受権証書
(新株引受権証券
を含む)
（百万円）

外国新株
引受権証
券
（百万円）

コマー
シャル・
ペーパー
（百万円）

外国証書
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
－ － － － 800 800

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
－ － － － 116 116

　（注）　「その他」は、外国投資証券及びみなし有価証券であります。

〈受託取引の状況〉上記のうち受託取引は、次のとおりであります。

区分

新株引受権証書
(新株引受権証券
を含む)
（百万円）

外国新株
引受権証
券
（百万円）

コマー
シャル・
ペーパー
（百万円）

外国証書
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
－ － － － － －

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
－ － － － － －

②　市場デリバティブ取引の状況

　最近２事業年度における市場デリバティブ取引（外国市場デリバティブ取引を含む）の状況は、次のとおりで

あります。

イ．株式に係る取引

区分
先　物　取　引 オプション取引

合計（百万円）受託
（百万円）

自己
（百万円）

受託
（百万円）

自己
（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
249,437 182,296 135,428 563 567,725

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
82,176 107,842 322,427294,541 806,988

 

ロ．債券に係る取引

区分
先　物　取　引 オプション取引

合計（百万円）受託
（百万円）

自己
（百万円）

受託
（百万円）

自己
（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
－ － － － －

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
－ 4,853 － － 4,853
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 ③　有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取

扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

　最近２事業年度における有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況は、次のとおりであります。

イ．株券

区分
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の取扱
高

（百万円）

売出しの取
扱高

（百万円）

私募の取扱
高

（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の取
扱高

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４　至平成22.３)
37 33 － － 2 3,675 －

当事業年度

（自平成22.４　至平成23.３)
304 259 － － － 6,250 －

ロ．債券

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の取
扱高

（百万円）

売出しの
取扱高

（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の取
扱高

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４

至平成22.３）

国債 － － － 53 － － －

地方債 － － － － － － －

特殊債 － － － 80 － － －

社債 － － － 100 － － －

外国債券 － － － － － － －

合計 － － － 233 － － －

当事業年度

（自平成22.４

至平成23.３）

国債 － － － 14 － － －

地方債 － － － － － － －

特殊債 － － － － － － －

社債 － － － － － 13,200 －

外国債券 － － － － － － －

合計 － － － 14 － 13,200 －
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ハ．受益証券

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の取
扱高

（百万円）

売出しの
取扱高
（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の取
扱高

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４

至平成22.３）

株式投信 － － － 20,057 － － －

公社債投

信
－ － － 31,104 － － －

外国投信 － － － 1,239 － － －

合計 － － － 52,402 － － －

当事業年度

（自平成22.４

至平成23.３）

株式投信 － － － 27,099 － － －

公社債投

信
－ － － 29,939 － － －

外国投信 － － － 683 － － －

合計 － － － 57,723 － － －

ニ．その他

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の取
扱高

（百万円）

売出しの
取扱高
（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の取
扱高

（百万円）

前事業年度

（自平成21.４

至平成22.３）

コマー

シャル・

ペーパー

－ － － － － － －

外国証書 － － － － － － －

その他 － － － － － 1,617 －

当事業年度

（自平成22.４

至平成23.３）

コマー

シャル・

ペーパー

－ － － － － － －

外国証書 － － － － － － －

その他 － － － － － 2,850 －

 （注）その他はみなし有価証券であります。
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(5）その他業務

①　保護預り業務

区分
前事業年度

平成22年３月31日現在
当事業年度

平成23年３月31日現在
国内有価証券 外国有価証券 国内有価証券 外国有価証券

株券（千株） 282,690 95,729 267,328 88,897

債券（百万円） 17,661 32,189 18,921 24,162

受益証券     

単位型（百万円） －  －  

追加型     

株式（百万円） 30,550 44,132 

債券（百万円） 9,387 1,159 8,324 1,121

新株引受権証書（百万円） － － － －

 

②　有価証券の貸借

区分

顧客の委託に基づいて行った融資
額とこれにより顧客が買付けてい
る証券の数量

顧客の委託に基づいて行った貸証
券の数量とこれにより顧客が売付
けている代金

数量（千株） 金額（百万円） 数量（千株） 金額（百万円）

前事業年度　平成22年３月31日現在 7,686 4,054 1,249 653

当事業年度　平成23年３月31日現在 9,580 4,289 1,055 560

③　公社債の払込金の受入れ及び元利金支払の代理業務

期　　　　　　　　　別 取扱額（百万円）

前事業年度（自平成21.４　至平成22.３） 31,777

当事業年度（自平成22.４　至平成23.３） 26,486

④　証券投資信託受益証券の収益金、償還金及び一部解約金支払いの代理業務

期　　　　　　　　　別 取扱額（百万円）

前事業年度（自平成21.４　至平成22.３） 36,875

当事業年度（自平成22.４　至平成23.３） 39,933

⑤　その他の商品の売買の状況

区分
譲渡性預金
（百万円）

金地金（百万円） その他（百万円）

前事業年度（自平成21.４　至平成22.３） － － －

当事業年度（自平成22.４　至平成23.３） － － －
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、以

下「連結財務諸表規則」という）、同規則第46条及び第68条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府

令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成19年9月18日　日本証券

業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財

務諸表等規則」という）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年

内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成19年9月18日　日本証券業協会自主規制

規則）に準拠して作成しております。

なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、公益財団法人財

務会計基準機構等の行うセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 ※2
 11,634

※2
 12,628

預託金 6,502 5,790

トレーディング商品 11,119 14,360

商品有価証券等 11,116 14,360

デリバティブ取引 3 －

約定見返勘定 227 420

営業投資有価証券 8,456 4,835

信用取引資産 4,824 4,841

信用取引貸付金 4,054 4,289

信用取引借証券担保金 770 551

立替金 4 14

短期差入保証金 94 61

未収収益 215 307

繰延税金資産 392 126

その他の流動資産 349 984

貸倒引当金 △2 △54

流動資産計 43,819 44,316

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,417

※1
 5,064

建物（純額） ※2
 627

※2
 578

器具備品 309 311

土地 ※2
 1,481

※2
 4,174

無形固定資産 67 211

のれん － 85

ソフトウエア 36 101

その他 30 24

投資その他の資産 7,849 7,311

投資有価証券 ※2、※3
 6,955

※2、※3
 6,440

長期貸付金 33 31

長期差入保証金 660 652

繰延税金資産 21 5

その他 255 258

貸倒引当金 △76 △76

固定資産計 10,334 12,587

資産合計 54,153 56,903
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 171 75

商品有価証券等 163 74

デリバティブ取引 8 0

信用取引負債 1,407 917

信用取引借入金 ※2
 753

※2
 356

信用取引貸証券受入金 653 560

預り金 5,896 5,317

受入保証金 548 463

短期借入金 ※2
 10,754

※2
 16,520

未払法人税等 2,391 17

賞与引当金 320 238

その他の流動負債 304 179

流動負債計 21,795 23,729

固定負債

長期借入金 － 1,000

繰延税金負債 45 37

退職給付引当金 258 246

その他の固定負債 554 498

固定負債計 858 1,782

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※9
 26

※9
 21

特別法上の準備金計 26 21

負債合計 22,680 25,534

純資産の部

株主資本

資本金 5,251 5,251

資本剰余金 4,774 4,774

利益剰余金 22,142 22,094

自己株式 △866 △862

株主資本合計 31,302 31,258

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 171 105

その他の包括利益累計額合計 171 105

少数株主持分 － 6

純資産合計 31,473 31,369

負債・純資産合計 54,153 56,903
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業収益

受入手数料 1,820 1,565

委託手数料 813 713

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

2 12

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

417 562

その他の受入手数料 586 276

トレーディング損益 12,449 5,391

営業投資有価証券損益 △184 △54

金融収益 957 934

その他の営業収入 254 115

営業収益計 15,297 7,952

金融費用 210 140

純営業収益 15,087 7,811

販売費・一般管理費

取引関係費 3,101 597

人件費 ※1
 3,318

※1
 3,084

不動産関係費 548 532

事務費 527 528

減価償却費 90 95

租税公課 143 104

貸倒引当金繰入れ － 52

その他 146 135

販売費・一般管理費計 7,874 5,131

営業利益 7,212 2,679

営業外収益

受取配当金 72 61

外国税額控除 57 －

匿名組合投資利益 － 51

投資事業組合運用益 72 －

退職給付引当金戻入額 40 －

その他 84 36

営業外収益計 326 149

営業外費用

匿名組合投資損失 7 －

支払利息 5 4

投資事業組合運用損 － 34

リース解約損 3 0

株式交付費 － 5

その他 1 6

営業外費用計 17 51

経常利益 7,521 2,778
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 － 78

貸倒引当金戻入額 11 0

金融商品取引責任準備金戻入 10 4

その他 － 2

特別利益計 21 86

特別損失

投資有価証券売却損 6 7

投資有価証券評価損 808 134

営業投資有価証券評価減 850 －

固定資産売却損 ※2
 －

※2
 16

固定資産除却損 ※3
 21

※3
 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8

貸倒引当金繰入額 1 0

その他 － 19

特別損失計 1,688 191

税金等調整前当期純利益 5,854 2,673

法人税、住民税及び事業税 ※4
 2,375

※4
 709

法人税等調整額 △14 320

法人税等合計 2,361 1,030

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,643

少数株主損失（△） △313 △0

当期純利益 3,806 1,643
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,643

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △65

その他の包括利益合計 － ※2
 △65

包括利益 － ※1
 1,577

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 1,577

少数株主に係る包括利益 － △0
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,251 5,251

当期末残高 5,251 5,251

資本剰余金

前期末残高 4,774 4,774

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 4,774 4,774

利益剰余金

前期末残高 19,196 22,142

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 3,806 1,643

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 2,945 △47

当期末残高 22,142 22,094

自己株式

前期末残高 △866 △866

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 △0 3

当期末残高 △866 △862

株主資本合計

前期末残高 28,356 31,302

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 3,806 1,643

自己株式の取得 △0 －

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 2,945 △43

当期末残高 31,302 31,258
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 54 171

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

116 △65

当期変動額合計 116 △65

当期末残高 171 105

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 54 171

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

116 △65

当期変動額合計 116 △65

当期末残高 171 105

少数株主持分

前期末残高 313 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △313 6

当期変動額合計 △313 6

当期末残高 － 6

純資産合計

前期末残高 28,725 31,473

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 3,806 1,643

自己株式の取得 △0 －

自己株式の処分 － 3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △197 △59

当期変動額合計 2,747 △103

当期末残高 31,473 31,369
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,854 2,673

減価償却費 90 95

退職給付引当金の増減額（△は減少） △194 △11

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 52

賞与引当金の増減額（△は減少） 218 △81

受取利息及び受取配当金 △688 △773

支払利息 216 145

投資有価証券売却益 － △78

投資有価証券売却損 6 7

投資有価証券評価損益（△は益） 808 134

固定資産除却損 21 4

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △10 △4

預託金の増減額（△は増加） △1,345 712

立替金の増減額（△は増加） 3 △10

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増
加）

3,257 △3,241

約定見返勘定の増減額（△は増加） △462 △192

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 1,105 3,620

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △1,296 △507

預り金 1,813 △578

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減
少）

△473 △96

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） △504 －

受入保証金 △839 △85

その他資産 53 △729

その他負債 126 208

その他 △62 24

小計 7,689 1,287

利息及び配当金の受取額 653 802

利息の支払額 △221 △146

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 319 △3,454

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,441 △1,512

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

有価証券報告書

 52/123



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △79 △2,837

固定資産の売却による収入 0 13

投資有価証券の取得による支出 △512 △130

投資有価証券の売却による収入 19 274

投資有価証券の償還による収入 343 177

子会社株式の取得による支出 － △83

貸付けによる支出 △8 △2

貸付金の回収による収入 4 4

ゴルフ会員権の退会による収入 0 －

定期預金の預入による支出 － △1,000

定期預金の払戻による収入 － 1,000

その他 13 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △217 △2,592

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 1,500

長期借入金の返済による支出 △1,557 △1,500

短期借入金の純増減額（△は減少） 740 6,765

自己株式の取得による支出 △0 －

自己株式の売却による収入 － 3

配当金の支払額 △857 △1,696

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,674 5,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 25

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,535 994

現金及び現金同等物の期首残高 5,098 11,634

現金及び現金同等物の期末残高 11,634 12,628
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　２社

連結子会社の名称

　極東プロパティ㈱

  ㈱ＦＥインベスト

(1）連結子会社の数　　　　　２社

連結子会社の名称

　極東プロパティ㈱

  ㈱ＦＥインベスト

 (2）主要な非連結子会社の名称等

㈱極東証券経済研究所

合同会社エーエスエーＧＫ21 他

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱極東証券経済研究所

合同会社エーエスエーＧＫ21 他

 連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社はいずれも小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであります。

連結の範囲から除いた理由

同左 

 (3）議決権の過半数を自己の計算におい

て所有している会社等のうち子会社

としなかった会社等の名称等

当該会社等の数　８社　

子会社としなかった主要な会社の名称　

　ＦＥＶＣ２投資事業有限責任組合

　ＦＥＶＣ24投資事業有限責任組合　

　ＦＥＶＣ25投資事業有限責任組合

　ＦＥＶＣ26投資事業有限責任組合 他

(3）議決権の過半数を自己の計算におい

て所有している会社等のうち子会社

としなかった会社等の名称等

当該会社等の数　４社　

子会社としなかった主要な会社の名称　

　ＦＥＶＣ２投資事業有限責任組合

　ＦＥＶＣ24投資事業有限責任組合　

ＦＥファンド２号投資事業有限責任

組合

　ＦＥファンド７号投資事業有限責任組

合

 子会社としなかった理由

　当該投資事業有限責任組合に対して支

配力基準を適用するにあたり、業務執行

者の執行する業務が管理業務に準ずる

業務であることが明らかであり、当該投

資事業有限責任組合の財務及び営業ま

たは事業の方針を決定できないことが

明らかであると認められるためであり

ます。

子会社としなかった理由

同左　

 (4）開示対象特別目的会社 

 開示対象特別目的会社の概要、開示対

象特別目的会社を利用した取引の概要

及び開示対象特別目的会社との取引金

額等については、「開示対象特別目的会

社関係」に記載しております。

(4）開示対象特別目的会社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項

持分法を適用していない非連結子会社

（㈱極東証券経済研究所、合同会社エーエ

スエーＧＫ21他）及び関連会社（ＦＥＶ

Ｃ１投資事業有限責任組合、ＦＥＶＣ９投

資事業有限責任組合他）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

持分法を適用していない非連結子会社

（㈱極東証券経済研究所、合同会社エーエ

スエーＧＫ21他）及び関連会社（ＦＥＶ

Ｃ１投資事業有限責任組合、ＦＥＶＣ

11投資事業有限責任組合他）は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①トレーディングに関する有価証券等

の評価基準及び評価方法

　トレーディング商品勘定に属するト

レーディング商品（売買目的有価証

券）及びデリバティブ取引等について

は、時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①トレーディングに関する有価証券等

の評価基準及び評価方法

同左

 ②トレーディング関連以外の有価証券

等の評価基準及び評価方法

その他有価証券（営業投資有価証券

を含む）

時価のあるもの

 　　　 時価をもって連結貸借対照表価　　　　

　　　額とする時価法（評価差額は全部

　　　純資産直入法により処理し、売却

　　　原価は移動平均法により算定）を

　　　採用しております。

②トレーディング関連以外の有価証券

等の評価基準及び評価方法

その他有価証券（営業投資有価証券

を含む）

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法によって

おります。

時価のないもの

同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産

旧定率法によっております。なお、平

成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）はありません。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産

同左 

 平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産　

定率法によっております。また、連結

子会社においては、建物（附属設備を除

く）について定額法を採用しておりま

す。

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物　　　　　　　８～47年

器具・備品　　　　３～20年

平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産　

同左

 ②無形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。

②無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 ③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

③リース資産

同左

 (3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

 賞与引当金

 従業員の賞与の支払いに備えるため、

当社及び連結子会社所定の計算

方法による当連結会計年度の負担す

べき支給見込額を計上しております。

賞与引当金

同左

 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、

　　当連結会計年度末における退職給付

　　債務及び年金資産の見込額に基づ

　　き、当連結会計年度末において発生　

　　していると認められる額を計上して

　　おります。また、執行役員の退職給

　　付に備えるため、執行役員退職慰労

　　金内規に基づき、必要額を計上して

　　おります。

退職給付引当金

同左　　　

 (4）重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

(4）重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算基準

同左

 (5）のれんの償却方法及び償却期間

____________________

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。

 (6）連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

____________________

(6）連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

　

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

有価証券報告書

 56/123



項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式を採用しております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

____________________

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現金

並びに当座預金、普通預金等の容易に換金

可能な預金からなっております。

____________________

 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

____________________（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ０百万円、税

金等調整前当期純利益は８百万円減少しております。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受

取利息」（当連結会計年度は０百万円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することとしました。

２．前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「リース解約損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「リース解約損」の

金額は０百万円であります。　

（連結損益計算書）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目で表示しております。

　

 

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

____________________ 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

建物 755百万円

器具・備品 120

計 875

建物 790百万円

器具・備品 134

計 924

※２．担保資産

　担保に供している資産は、別表記載のとおりであり

ます。

※２．担保資産

同左

※３．非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

※３．非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式）        669百万円 投資有価証券（株式）        711百万円

４．保証債務の残高

　保証債務の期末残高は次のとおりであります。

４．保証債務の残高

　保証債務の期末残高は次のとおりであります。

従業員の住宅ローンに対する保証債務 103百万円 従業員の住宅ローンに対する保証債務 89百万円

５．偶発債務

　当社は、当社及び当社連結子会社が匿名組合出資し

ている法人１社との間で、平成21年３月25日付で、不

動産に係る信託受益権譲渡予約契約を締結しており

ます。当該契約のもとでは、当該法人は、平成24年３月

30日の期限の到来、当該法人が20億円の借入を行って

いる銀行との間で締結している当該借入金に係る融

資契約書に規定する期限の利益喪失事由の発生また

は信託契約の全部若しくは一部に係る解除事由の発

生を停止条件として、当該法人が保有する信託受益権

を約40億円で購入することを当社に請求できる予約

完結権を有しております。 

５．偶発債務

同左　 

　６．有価証券等を差し入れた主なものの時価額は次のと

おりであります。

　６．有価証券等を差し入れた主なものの時価額は次のと

おりであります。

信用取引貸証券 760百万円

信用取引借入金の本担保証券 710百万円

現先取引で売却した有価証券 －百万円

差入証拠金代用有価証券（注） 120百万円

差入保証金代用有価証券 1,782百万円

長期差入保証金代用有価証券 18百万円

信用取引貸証券 499百万円

信用取引借入金の本担保証券 355百万円

現先取引で売却した有価証券 －百万円

差入証拠金代用有価証券（注） 92百万円

差入保証金代用有価証券 1,592百万円

長期差入保証金代用有価証券 18百万円

（注）顧客の直接預託に係るものは除いております。 （注）顧客の直接預託に係るものは除いております。

　７．有価証券等の差入れを受けた主なものの時価額は次

のとおりであります。

　７．有価証券等の差入れを受けた主なものの時価額は次

のとおりであります。

信用取引貸付金の本担保証券 3,101百万円

信用取引借証券 3,996百万円

消費貸借契約により借り入れた有

価証券
903百万円

受入保証金代用有価証券（注） 5,478百万円

信用取引貸付金の本担保証券 3,292百万円

信用取引借証券 3,765百万円

消費貸借契約により借り入れた有

価証券
900百万円

受入保証金代用有価証券（注） 4,996百万円

（注）再担保に供する旨の同意を得たものであります。 （注）再担保に供する旨の同意を得たものであります。
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前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

  ８．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行を含む合計５行との間で、シンジケート方

式によるコミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 3,000百万円

  ８．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行を含む合計８行との間で、シンジケート方

式によるコミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 3,000百万円

※９．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金

　金融商品取引法第46条の５

※９．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金

　金融商品取引法第46条の５
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（別　　表）

　担保に供している資産

前連結会計年度(平成22・３・31)

被担保債務 担保に供している資産

債務等の種類
期末残高
（百万円）

現金・預金
（百万円）

有形固定資産
投資その他の
資産 計

（百万円）土地・建物
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

短期借入金 14 50 1,122 － 1,172

金融機関借入金 14 ※1　　　　50※1,2　 1,122 － 1,172

信用取引借入金 753 － － 325 325

計 767 50 1,122 325 1,497

　

当連結会計年度(平成23・３・31)

被担保債務 担保に供している資産

債務等の種類
期末残高
（百万円）

現金・預金
（百万円）

有形固定資産
投資その他の
資産 計

（百万円）土地・建物
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

短期借入金 － 50 7 － 57

金融機関借入金 － ※1　　　　50※1　　　　 7 － 57

信用取引借入金 356 － － 192 192

計 356 50 7 192 249

　（注）１．上記の金額は、連結貸借対照表計上額によっております。なお、債務等の金額には無担保のものを含みません。

２．現金・預金のうち、当座借越契約に基づき定期預金を下記のとおり担保に供しております。

前連結会計年度 50百万円 当連結会計年度 50百万円

３．先物取引差入証拠金等の代用として投資有価証券と信用取引に係る自己融資見返株券を下記のとおり担保

に供しております。なお、信用取引に係る自己融資見返株券の金額は期末時価によっており、連結貸借対照表

に計上されておりません。なお、顧客の直接預託に係るものは除いております。

 投資有価証券
信用取引に係る自
己融資見返株券

　

前連結会計年度 124百万円 －百万円 　

 投資有価証券
信用取引に係る自
己融資見返株券

　

当連結会計年度 92百万円 －百万円 　

４．上記の短期借入金及び信用取引借入金に対して信用取引に係る自己融資見返株券を下記のとおり担保に供

しております。なお、金額は期末時価によっており、連結貸借対照表に計上されておりません。

前連結会計年度 554百万円 当連結会計年度 499百万円
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５．上記の他、信用取引借入金及び証券金融会社からの有価証券借入の担保として、有価証券の消費貸借契約に

より受入れた有価証券を下記のとおり担保に供しております。なお、金額は期末時価によっており、連結貸借

対照表に計上されておりません。

前連結会計年度 903百万円 当連結会計年度 900百万円

６．現物取引清算基金への担保として、投資有価証券及び信用取引に係る自己融資見返株券を差入れておりま

す。なお、金額は期末時価によっており、連結貸借対照表には計上されておりません。

前連結会計年度 545百万円 当連結会計年度 450百万円

※１　現金・預金50百万円及び土地７百万円に対する短期借入金はありません。

※２　上記の前連結会計年度の土地・建物11億22百万円のうち11億15百万円は短期借入金14百万円（１年以内

返済の長期借入金）の担保であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１．人件費の内、主な引当金繰入額は次のとおりであり

ます。

※１．人件費の内、主な引当金繰入額は次のとおりであり

ます。

賞与引当金繰入額       638百万円 賞与引当金繰入額       468百万円

※２．　　　　　____________________ ※２．固定資産売却損の主なものは、次のとおりでありま

す。

建物   　10百万円

土地   1百万円

無形固定資産その他   4百万円

※３．固定資産除却損の主なものは、次のとおりでありま

す。

※３．固定資産除却損の主なものは、次のとおりでありま

す。

建物   　8百万円

器具・備品   13百万円

建物   　3百万円

器具・備品   0百万円

※４．法人税、住民税及び事業税

　法人税・法人住民税及び法人事業税（所得割）の充

当額であります。なお、法人事業税（付加価値割・資

本割）及び事業所税の充当額は、販売費・一般管理費

に計上しております。

※４．法人税、住民税及び事業税

同左

 

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 3,923百万円

少数株主に係る包括利益 △313

計 3,609

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 116百万円

計 116
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 32,779 － － 32,779

合計 32,779 － － 32,779

自己株式     

普通株式 880 0 － 880

合計 880 0 － 880

 （注）普通株式の自己株式の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月14日

取締役会
普通株式 318 10.0平成21年３月31日平成21年６月５日

平成21年10月16日

取締役会
普通株式 542 17.0平成21年９月30日平成21年11月27日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月14日

取締役会
普通株式 1,371利益剰余金 43.0平成22年３月31日平成22年６月８日
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当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 32,779 － － 32,779

合計 32,779 － － 32,779

自己株式     

普通株式 880 － 4 876

合計 880 － 4 876

 （注）自己株式の減少4千株は、ストックオプションの権利行使による減少4千株、単元未満株式の買増請求による減少0

千株であります。 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月14日

取締役会
普通株式 1,371 43.0平成22年３月31日平成22年６月８日

平成22年９月14日

取締役会
普通株式 319 10.0平成22年９月30日平成22年11月26日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月16日

取締役会
普通株式 638 利益剰余金 20.0平成23年３月31日平成23年６月７日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

現金・預金   11,634百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物   11,634百万円

現金・預金   12,628百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物   12,628百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

ファイナンスリース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

ファイナンスリース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．リース資産の内容

（1）有形固定資産

金融商品取引業における設備（機械装置）であり

ます。

１．リース資産の内容

（1）有形固定資産

同左

（2）無形固定資産

ソフトウェアであります。　

（2）無形固定資産

同左 

２．リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。

２．リース資産の減価償却の方法

同左

３．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

３．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 79 40 38
合計 79 40 38

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 67 42 25
合計 67 42 25

４．未経過リース料期末残高相当額 ４．未経過リース料期末残高相当額

１年内   13百万円

１年超      27百万円

合計      41百万円

１年内   7百万円

１年超      19百万円

合計      27百万円

５．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ５．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料     26百万円

減価償却費相当額    22百万円

支払利息相当額   2百万円

支払リース料     15百万円

減価償却費相当額    13百万円

支払利息相当額   1百万円

６．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

６．減価償却費相当額の算定方法

同左

７．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。　

７．利息相当額の算定方法

同左
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出し、

④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの金融商品取引業を中心とする事業を

行っております。

これらの事業を行うため、当社では自己資金並びに金融機関からの借入れのほか、コールマネーによる市場

からの資金調達を行っております。

資金運用につきましては、預金や貸付金のほか、多様な運用ニーズを持つお客さまとの取引を目的とするト

レーディング業務及び自己の計算に基づき時価の変動や市場間の格差等を利用して利益を得ることを目的と

するトレーディング業務等を行っております。

デリバティブ取引につきましては、トレーディング業務におけるリスクヘッジを目的として利用しているも

ののほか、顧客の外貨建有価証券取引に付随した通貨先物や為替取引を行っております。　

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

当社グループが保有する金融商品は、事業を行うために必要である現金・預金、金融商品取引法の規定に基

づき国内において信託会社等に信託している預託金、顧客の信用取引に係る有価証券買付代金相当額である信

用取引貸付金、自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び営業投資有価証券並びに投資有価証券等のほ

か、顧客の有価証券の売買等により受け入れた預り金等があります。

これらのうち、預金・預託金及び信用取引貸付金は、それぞれ関連当事者の信用リスクにさらされておりま

す。

自己の計算に基づき保有する商品有価証券は、株式及び債券が中心であり、顧客販売用及び自己の計算に基

づくトレーディング業務等のために保有しております。また、営業投資有価証券は、不動産の流動化を実施する

等の目的で匿名組合出資等を中心に保有しております。さらに投資有価証券につきましては、株式が中心であ

り、政策投資目的及び純投資目的で所有しております。これらは、発行体の信用リスク、金利並びに為替の変動

リスク及び株価・債券価格の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引については、主に自己の計算に基づき時価の変動や市場間の格差等を利用して利益を得る

ことを目的としたトレーディング業務であり、先物、オプション取引を行っております。これらは為替変動リス

クや原証券の市場価格の変動リスクにさらされております。

　

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

当社グループが保有する預金は、資金管理規程及び資金管理規程に関する細則等の社内規定に基づき、日

本銀行や主取引銀行または安全性の面において懸念のない金融機関を中心に預け入れることとしておりま

す。同様に預託金につきましても信用力の高い金融機関に信託を行っております。

信用取引貸付金につきましては、顧客管理に関する規程及び信用取引管理規程等の社内規定に基づき、信

用取引の開始基準を設け、さらにマーケットの変動に応じて発生した担保不足額については、顧客より担保

相当額を受け入れることとしており、日々与信管理を行っております。

商品有価証券につきましては、資金運用が拡大・多様化する中、リスク管理は経営上の最重要課題との認

識に立ち、経営の健全性確保並びに経営資源の効率的活用を目的としたリスク管理体制の構築を図っており

ます。リスク管理に関する重要事項については、急激な環境変化等に機動的に対応するため、取締役と執行役

員を構成メンバーとする経営戦略会議にて審議決定することとしております。また、「商品有価証券等に係

る取扱基準」を定め、発行体ごとの限度額を設定するなど信用リスクの抑制・管理を行っております。

投資有価証券につきましては、取得時に、投資目的とリスク管理規程に定めるリスクについて予め担当本

部と企画管理本部で検討のうえ、取締役会または社長の承認を得るものとしております。
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②市場リスクの管理

当社グループは、リスク管理規程に基づき、市場リスクを管理すべきリスクの範囲としております。また、

リスク管理規程に市場リスクの定義を設けており、市場リスクの定義を、「保有する有価証券等に、株価、金

利及び外国為替相場等市場全体に共通の要素の変動によって発生し得る損失の危険とその他の理由によっ

て発生し得る損失の危険」としております。

市場リスク管理の基本方針は、当社グループの利用可能な自己資本をリスクとリターンの評価に基づき最

適に配分することを経営戦略目標と位置づけ、市場部門ごとに管理すべきリスクの種類を特定し、取引形態

を勘案したうえで、適切なリスク量の限度を設定しております。

市場リスクに係る重要事項については、リスク管理部が起案し、経営戦略会議の承認を得るものとしてお

ります。

商品有価証券に係る市場リスクについては、経営戦略会議が半期ごとにポジション・リスク限度額を各ト

レーディング部門に配分し、各トレーディング部門は、その範囲内で運用ルールを決定のうえ管理する体制

となっております。リスク管理体制としては、各部門の業務・管理グループが、時価評価を行い、日々のポジ

ション・リスク額・損益の状況をチェックのうえ、日々社長及び担当取締役・執行役員に報告しておりま

す。さらに総合的な牽制機能として、リスク管理部が、適正な自己資本規制比率維持の観点から、全社的なリ

スクの状況を取り纏め、日々、全取締役・執行役員並びに監査役に報告するほか、毎月末の自己資本規制比率

並びにその詳細を取締役会に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、資金管理規程に基づき、資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、運転資金の効率的

な調達を行うため複数の金融機関からのコミットメントラインの取得、市場環境を考慮した長短の調達バラ

ンスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

　

（4）金融商品の時価等に関する事項の補足説明

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリ

バティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの

ではありません。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注２）参照のこ

と。）。　　

　 連結貸借対照表計上額

（百万円）　
　時価（百万円）　 差額（百万円）　

（1）現金・預金　 　11,634　　 　11,634　　 －

（2）預託金 6,502　 6,502　 －

（3）商品有価証券等（売買目的有価証券） 11,116　 11,116　 －

（4）営業投資有価証券（その他有価証券） 2　 2　 －

（5）投資有価証券（その他有価証券）　 1,148 1,148 －

（6）信用取引貸付金 4,054　 4,054　 －

　　資産計 34,458　 34,458　 －

（1）預り金 5,896　 5,896　 －

（2）短期借入金 10,754　 10,754　 －

　　負債計 16,650　 16,650　 －

デリバティブ取引（※）　　     　     　     

①ヘッジ会計が適用されていないもの (8)　 (8)　 －

②ヘッジ会計が適用されているもの －　 －　 －

デリバティブ取引計 (8)　 (8)　 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（　）で示しております。　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産　

（1）現金・預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

（2）預託金

預託金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（3）商品有価証券等及び（4）営業投資有価証券並びに（5）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機

関から提示された価格によっております。また、投資信託については、公表されている基準価格によっ

ております。

（6）信用取引貸付金

信用取引貸付金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

負　債　

（1）預り金及び（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

デリバティブ取引　

注記事項「有価証券及びデリバティブ取引の状況」をご参照下さい。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、「（4）営業投資有価証

券、（5）投資有価証券には含めておりません。

　区　分
連結貸借対照表計上額

（百万円）　

非上場株式（※１）（※２）　 　1,130　　

その他（※３） 12,459　

合　計 13,590　

（※１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

時価開示の対象としておりません。

（※２）当連結会計年度において、非上場株式について、463百万円減損処理を行っております。

（※３）当連結会計年度において、その他について、1,349百万円減損処理を行っております。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）　

１年超

５年以内

（百万円）　

５年超

10年以内

（百万円）　

10年超

（百万円）　

（1）現金・預金　 　11,634　　 － － －

（2）預託金 6,502　 － － －

（3）営業投資有価証券 －　 － － －

（4）投資有価証券　 － － － －

（5）信用取引貸付金 4,054　 － － －

合　計 22,190　 － － －

４．その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表に記載しているため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出し、

④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの金融商品取引業を中心とする事業を

行っております。

これらの事業を行うため、当社では自己資金並びに金融機関からの借入れのほか、コールマネーによる市場

からの資金調達を行っております。

資金運用につきましては、預金や貸付金のほか、多様な運用ニーズを持つお客さまとの取引を目的とするト

レーディング業務及び自己の計算に基づき時価の変動や市場間の格差等を利用して利益を得ることを目的と

するトレーディング業務等を行っております。

デリバティブ取引につきましては、トレーディング業務におけるリスクヘッジを目的として利用しているも

ののほか、顧客の外貨建有価証券取引に付随した通貨先物や為替取引を行っております。　

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

当社グループが保有する金融商品は、事業を行うために必要である現金・預金、金融商品取引法の規定に基

づき国内において信託会社等に信託している預託金、顧客の信用取引に係る有価証券買付代金相当額である信

用取引貸付金、自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び営業投資有価証券並びに投資有価証券等のほ

か、顧客の有価証券の売買等により受け入れた預り金等があります。

これらのうち、預金・預託金及び信用取引貸付金は、それぞれ関連当事者の信用リスクにさらされておりま

す。

自己の計算に基づき保有する商品有価証券は、株式及び債券が中心であり、顧客販売用及び自己の計算に基

づくトレーディング業務等のために保有しております。また、営業投資有価証券は、不動産の流動化を実施する

等の目的で匿名組合出資等を中心に保有しております。さらに投資有価証券につきましては、株式が中心であ

り、政策投資目的及び純投資目的で所有しております。これらは、発行体の信用リスク、金利並びに為替の変動

リスク及び株価・債券価格の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引については、主に自己の計算に基づき時価の変動や市場間の格差等を利用して利益を得る

ことを目的としたトレーディング業務であり、先物、オプション取引等を行っております。これらは為替変動リ

スクや原証券の市場価格の変動リスクにさらされております。

　

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

当社グループが保有する預金は、資金管理規程及び資金管理規程に関する細則等の社内規定に基づき、日

本銀行や主取引銀行または安全性の面において懸念のない金融機関を中心に預け入れることとしておりま

す。同様に預託金につきましても信用力の高い金融機関に信託を行っております。

信用取引貸付金につきましては、顧客管理に関する規程及び信用取引管理規程等の社内規定に基づき、信

用取引の開始基準を設け、さらにマーケットの変動に応じて発生した担保不足額については、顧客より担保

相当額を受け入れることとしており、日々与信管理を行っております。

商品有価証券につきましては、資金運用が拡大・多様化する中、リスク管理は経営上の最重要課題との認

識に立ち、経営の健全性確保並びに経営資源の効率的活用を目的としたリスク管理体制の構築を図っており

ます。リスク管理に関する重要事項については、急激な環境変化等に機動的に対応するため、取締役と執行役

員を構成メンバーとする経営戦略会議にて審議決定することとしております。また、「商品有価証券等に係

る取扱基準」を定め、発行体ごとの限度額を設定するなど信用リスクの抑制・管理を行っております。

投資有価証券につきましては、取得時に、投資目的とリスク管理規程に定めるリスクについて予め担当本

部と企画管理本部で検討のうえ、取締役会または社長の承認を得るものとしております。
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②市場リスクの管理

当社グループは、リスク管理規程に基づき、市場リスクを管理すべきリスクの範囲としております。また、

リスク管理規程に市場リスクの定義を設けており、市場リスクの定義を、「保有する有価証券等に、株価、金

利及び外国為替相場等市場全体に共通の要素の変動によって発生し得る損失の危険とその他の理由によっ

て発生し得る損失の危険」としております。

市場リスク管理の基本方針は、当社グループの利用可能な自己資本をリスクとリターンの評価に基づき最

適に配分することを経営戦略目標と位置づけ、市場部門ごとに管理すべきリスクの種類を特定し、取引形態

を勘案したうえで、適切なリスク量の限度を設定しております。

市場リスクに係る重要事項については、リスク管理部が起案し、経営戦略会議の承認を得るものとしてお

ります。

商品有価証券に係る市場リスクについては、経営戦略会議が半期ごとにポジション・リスク限度額を各ト

レーディング部門に配分し、各トレーディング部門は、その範囲内で運用ルールを決定のうえ管理する体制

となっております。リスク管理体制としては、各部門の業務・管理グループが、時価評価を行い、日々のポジ

ション・リスク額・損益の状況をチェックのうえ、日々社長及び担当取締役・執行役員に報告しておりま

す。さらに総合的な牽制機能として、リスク管理部が、適正な自己資本規制比率維持の観点から、全社的なリ

スクの状況を取り纏め、日々、全取締役・執行役員並びに監査役に報告するほか、毎月末の自己資本規制比率

並びにその詳細を取締役会に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、資金管理規程に基づき、資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、運転資金の効率的

な調達を行うため複数の金融機関からのコミットメントラインの取得、市場環境を考慮した長短の調達バラ

ンスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

　

（4）金融商品の時価等に関する事項の補足説明

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリ

バティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの

ではありません。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注２）参照のこ

と。）。　　

　 連結貸借対照表計上額

（百万円）　
　時価（百万円）　 差額（百万円）　

（1）現金・預金　 　12,628　　 　12,628　　 －

（2）預託金 5,790　 5,790　 －

（3）商品有価証券等（売買目的有価証券） 14,360　 14,360　 －

（4）営業投資有価証券（その他有価証券） 2　 2　 －

（5）投資有価証券（その他有価証券）　 1,428 1,428 －

（6）信用取引貸付金 4,289　 4,289　 －

　　資産計 38,499　 38,499　 －

（1）預り金 5,317　 5,317　 －

（2）短期借入金 16,520　 16,520　 －

　　負債計 21,837　 21,837　 －

デリバティブ取引（※）　　 　 　 　

①ヘッジ会計が適用されていないもの (35)　 (35)　 －

②ヘッジ会計が適用されているもの －　 －　 －

デリバティブ取引計 (35)　 (35)　 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（　）で示しております。　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産　

（1）現金・預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

（2）預託金

預託金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（3）商品有価証券等及び（4）営業投資有価証券並びに（5）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機

関から提示された価格によっております。また、投資信託については、公表されている基準価格によっ

ております。

（6）信用取引貸付金

信用取引貸付金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

負　債　

（1）預り金及び（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

デリバティブ取引　

注記事項「有価証券及びデリバティブ取引の状況」をご参照下さい。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、「（4）営業投資有価証

券、（5）投資有価証券には含めておりません。

　区　分
連結貸借対照表計上額

（百万円）　

非上場株式（※１）（※２）　 　1,050　　

その他 8,083　

合　計 9,134　

（※１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

時価開示の対象としておりません。

（※２）当連結会計年度において、非上場株式について、30百万円減損処理を行っております。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）　

１年超

５年以内

（百万円）　

５年超

10年以内

（百万円）　

10年超

（百万円）　

（1）現金・預金　 　12,628　　 － － －

（2）預託金 5,790　 － － －

（3）営業投資有価証券 －　 － － －

（4）投資有価証券　 － － － －

（5）信用取引貸付金 4,289　 － － －

合　計 22,707　 － － －

４．その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表に記載しているため、記載を省略しております。
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（有価証券及びデリバティブ取引の状況）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

(1）トレーディングに係るもの 

①　商品有価証券等（売買目的有価証券）

種類

平成22年３月31日現在
資産 負債

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額

（百万円）

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額

（百万円）

株式 △425 △18

債券 2,420 －

受益証券 32 －

その他 1 －

合計 2,029 △18

（注）　時価の算定方法は、監督当局に提出、認定された時価算定基準によっております。なお、トレーディングに係る取

引については、連結貸借対照表日現在の時価ならびにみなし決済損益を連結貸借対照表上に計上しております

ので、評価損益を記載しておりません。主な算定方法は以下のとおりです。

居住者が本邦において発行した上場有価証券 主たる証券取引所が定める呼値の制限値幅の基準値段

外国株券 主たる証券取引所の最終価格

外国で発行された新株引受権証券 日本相互証券で取引されているものは同社の仲値、それ以外のものに

ついては、主たる外国証券取引所における最終価格

非上場証券投資信託受益証券 基準価格（または解約価格）

株価指数先物取引 各証券取引所が定める清算指数

株券オプション取引、株価指数オプション取引 各証券取引所が定める証拠金算定基準値段

国債証券 東京証券取引所が定める国債の大口売買取引以外の売買取引に係る

最終値段（最終気配値段を含む）または、原則として同残存年限の上

場国債の時価を基準として日本証券業協会が公表する公社債基準気

配および業者間気配を参考に算出した価格

国債証券以外の円建債券 原則として同残存年限の国債の時価、スワップレートを基準に発行体

のクレジット、流動性を考慮し、日本証券業協会が公表する公社債基

準気配および業者間気配を参考に算出した価格

外貨建債券 ブローカースクリーン等を参考に算出した価格、または、各国国債の

時価、スワップレート、為替レート、発行体の格付等を勘案して算出し

た価格

債券先物取引 主たる証券取引所が定める清算値段
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②　デリバティブ取引の契約額等及び時価

種類
平成22年３月31日現在

契約額
（百万円）

契約額のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

株式先物取引     

売建  347  －  355  △8

買建  －  －  －  －

商品スワップ取引     

売建  930  －  911  18

買建  930  －  914  △15

　

(2）トレーディングに係るもの以外

①　その他有価証券

　

平成22年３月31日現在

種類
連結貸借対照表　

計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

流動資産に属する

もの

 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株式 2 2 △0

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株式 － － －

小　　計  2 2 △0

固定資産に属する

もの

 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株式 782 462 320

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株式 366 495 △129

 小　　計   1,148  957  191

合　　計  1,151 960 190

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　1,130百万円）及びその他（連結貸借対照表計上額　12,459百万円）につい

ては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には

含めておりません。　

　

②　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日

種類　　 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式　 1 － 2

その他　 0 － 3

合　　計　 1 － 6
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③　減損処理を行った有価証券　

当連結会計年度において、営業投資有価証券（流動資産）について、1,006百万円（株式13百万円、その他993

百万円）、投資有価証券について、808百万円（株式452百万円、その他356百万円）の減損処理を行っておりま

す。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。

 

④　デリバティブ取引

　当社のトレーディングに係るもの以外のデリバティブ取引には、為替予約取引及び通貨スワップ取引があり

ます。この取引は外貨建有価証券の取引に係る為替変動リスクを回避するために、先物外国為替取引を利用し

ているものであります。

種類

平成22年３月31日現在

契約額
（百万円）

契約額のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

為替予約取引     

売建     

米ドル 372 － 374 △2

ユーロ 328 － 328 △0

南アフリカランド 56 － 56 △0

トルコリラ 38 － 38 △0

英ポンド 13 － 13 △0

ロシアルーブル 11 － 11 △0

メキシコペソ 8 － 8 △0

香港ドル 3 － 3 △0

豪ドル 1 － 1 △0

ハンガリーフォリント 0 － 0 0

買建     

米ドル 106 － 106 0

トルコリラ 22 － 22 △0

南アフリカランド 11 － 11 0

香港ドル 0 － 0 △0

　（注）１．為替相場は直物相場を使用しております。

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外

貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象

から除いております。

　

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

有価証券報告書

 77/123



当連結会計年度（平成23年３月31日）

(1）トレーディングに係るもの 

①　商品有価証券等（売買目的有価証券）

種類

平成23年３月31日現在
資産 負債

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額

（百万円）

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額

（百万円）

株式 2 △0

債券 406 －

受益証券 42 －

その他 24 －

合計 474 △0

②　デリバティブ取引の契約額等及び時価

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引　

イ．株式関連　

区分 種類 

平成23年３月31日現在

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引　

株価指数先物

取引
    

売建  48  －  48  △0

買建  －  －  －  －

合計　  －  －  －  △0

（注）時価の算定方法　　各証券取引所が定める清算価格等

ロ．商品関連

区分 種類

平成23年３月31日現在

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の

取引　

商品スワップ

取引
    

売建  831  －  908  △76

買建  831  －  908  76

合計  －  －  －  △0

（注）時価の算定方法　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(2）トレーディングに係るもの以外

①　その他有価証券

　

平成23年３月31日現在

種類
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

流動資産に属する

もの

 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株式 － － －

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株式 2 2 △0

小　　計  2 2 △0

固定資産に属する

もの

 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの　

株式 604 434 169

その他 515 418 96

小　　計 　 1,119 853 265

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの　

株式 264 349 △85

その他 44 46 △2

小　　計  308 396 △87

合　　計  1,430 1,252 178

　

②　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日

種類　　 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式　 170 59 7

その他　 100 18 －

合　　計　 270 78 7

　

③　減損処理を行った有価証券　

当連結会計年度において、営業投資有価証券（流動資産）について、0百万円（株式0百万円）、投資有価証券

について、134百万円（株式134百万円）の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

有価証券報告書

 79/123



 

④　デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連　

区分 種類

平成23年３月31日現在

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取

引

為替予約取引     

売建     

米ドル 848 － 860 △12

トルコリラ 596 － 616 △20

南アフリカランド 174 － 177 △3

ロシアルーブル 55 － 55 △0

メキシコペソ 21 － 21 △0

香港ドル 2 － 2 △0

買建     

トルコリラ 147 － 149 2

南アフリカランド 13 － 13 0

米ドル 10 － 10 0

合計 － － － △34

　（注）時価の算定方法　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

（退職給付関係）

(1）採用している退職給付制度の概要

①　当社の退職給付制度

　当社及び連結子会社２社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度、中小企業退職金共済制度及び退職一

時金制度を設けております。

　また、従来加入しておりました日本証券業厚生年金基金（総合設立型）の解散に伴い、平成17年６月より確定

拠出型の退職給付制度を導入しております。

②　制度別の補足説明

イ．適格退職年金

当社　　　　　　　　　　　　　設定時期：昭和51年

ロ．退職一時金　　　　　　　　　　設定時期：平成18年　対象範囲：執行役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　設定時期：平成17年　対象範囲：連結子会社（１社）

ハ．確定拠出年金　　　　　　　　　設定時期：平成17年　企業型 

ニ．中小企業退職金共済（連結子会社１社のみ設定）

設定時期：昭和54年

(2）退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成22年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成23年３月31日現在）

退職給付債務（百万円）

(1）年金資産（百万円）

(2）連結貸借対照表純額（百万円）

(3）前払年金費用（百万円）

(4）退職給付引当金（百万円）

△1,178

919

△258

－

△258

△1,231

985

△246

0

△246

　 

(3）退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（平成22年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成23年３月31日現在）

退職給付費用（百万円）

勤務費用（百万円）

確定拠出年金に係る要拠出額

（百万円）

38

20

17

171

153

17

　

（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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当社は、簡便法を適用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。　
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年第１回

ストック・オプション
平成17年第２回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び

数
当社の役職員251名 当社の従業員５名

ストック・オプション

数
普通株式　 590,300株 普通株式　 　5,900株

付与日 平成17年７月26日 平成17年10月25日

権利確定条件

・各新株予約権の一部行使は認められない。

・対象者は、新株予約権行使時において当社及

び当社子会社の取締役、監査役、顧問及び従業

員の地位にある者とする。 

・新株予約権者の相続人による本件新株予約

権の相続は認められない。 

・新株予約権に関するその他の条件について

は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当

社と対象者との間で締結する「新株予約権割

当契約書」に定めるところによる。 

 同左

対象勤務期間
約１年11ヶ月間（平成17年７月26日

　　　　　　　 平成19年６月21日）

 約１年８ヶ月間（平成17年10月25日

　　　　　　　　平成19年６月21日）　

権利行使期間
自　平成19年６月22日

至　平成22年６月21日
 同左

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年第１回

ストック・オプション
平成17年第２回

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 289,700 5,000

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 4,300 －

未行使残 285,400 5,000
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②　単価情報

 
平成17年第１回

ストック・オプション
平成17年第２回

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 877 1,321

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －

 

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年第１回

ストック・オプション
平成17年第２回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び

数
当社の役職員251名 当社の従業員５名

ストック・オプション

数
普通株式　 590,300株 普通株式　 　5,900株

付与日 平成17年７月26日 平成17年10月25日

権利確定条件

・各新株予約権の一部行使は認められない。

・対象者は、新株予約権行使時において当社及

び当社子会社の取締役、監査役、顧問及び従業

員の地位にある者とする。 

・新株予約権者の相続人による本件新株予約

権の相続は認められない。 

・新株予約権に関するその他の条件について

は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当

社と対象者との間で締結する「新株予約権割

当契約書」に定めるところによる。 

 同左

対象勤務期間
約１年11ヶ月間（平成17年７月26日

　　　　　　　 平成19年６月21日）

 約１年８ヶ月間（平成17年10月25日

　　　　　　　　平成19年６月21日）　

権利行使期間
自　平成19年６月22日

至　平成22年６月21日
 同左
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年第１回

ストック・オプション
平成17年第２回

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株） 　 　

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株） 　 　

前連結会計年度末 285,400 5,000

権利確定 － －

権利行使 4,000 －

失効 281,400 5,000

未行使残 － －

 

②　単価情報

 
平成17年第１回

ストック・オプション
平成17年第２回

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 877 1,321

行使時平均株価　　　　　（円） 844 －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（百万円）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 156

未払事業税 194

その他 42

計 392

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 31

退職給付引当金 46

長期未払金 217

その他 718

評価性引当額 △919

計 95

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △118

計 △118

繰延税金資産の純額 369

（百万円）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 97

未払事業税 1

貸倒引当金 22

その他 33

計 154

繰延税金負債（流動） 　

未収事業税 △28

その他 △0

計 △28

繰延税金資産（固定） 　

貸倒引当金 0

退職給付引当金 54

長期未払金 195

その他 691

評価性引当額 △899

計 41

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △74

計 △74

繰延税金資産の純額 94

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。

法定実効税率 41.0％

（調整） 　 　

永久に損金に算入されない項目 1.3 　

永久に益金に算入されない項目 △0.8 　

住民税均等割 0.4 　

評価性引当額 △0.6 　

その他 △2.8 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5　

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

重要性が無いため、記載を省略しております。　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

　

当社及び連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のビル（土地を含む。）を有しております。平成23

年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は26百万円（主な賃貸収益はその他の営業収入に、賃貸費用

は販売費・一般管理費に計上）であります。また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減

額及び時価は、次のとおりであります。　

　連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価

（百万円）前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

　512 　2,695 　3,208 　2,836

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は不動産取得（2,700百万円）であり、主な減少額は減価償却費

（４百万円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用

いて調整を行ったものを含む。）であります。　

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出し、④有価

証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの金融商品取引業を中心とする営業活動を展開

しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体となった営業活動

を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービス業」という単一の事業セグ

メントに属しております。

 

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）において、本邦以外の国または地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高（営業収益）】

　前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）において、海外売上高がないため該当事項はあり

ません。

 

【セグメント情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

当社グループは、「投資・金融サービス業」という単一セグメントであるため、記載を省略しております。　
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【関連情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報　

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）売上高　

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

（2）有形固定資産　

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

該当事項はありません。　

（追加情報）　

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。　
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【関連当事者情報】

 前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　該当事項はありません。

(2）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
(％)

関連当事者と
 の関係 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

㈱極東証

券経済研

究所

東京都

中央区
20

調査・研

究業

(所有)

直接　100

 調査資料の提供

 役員の兼任 
資料の提供 85立替金 0

　（注）１．取引金額には消費税及び地方消費税が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等：一般取引先と同様であります。 

(3）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。　

 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

 

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　該当事項はありません。

(2）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　(3）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。　
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（開示対象特別目的会社関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

当社グループは、不動産の流動化を実施する等の目的で、特別目的会社（主に合同会社の形態によっております。）

に対し、他社とともに投資（匿名組合出資等）を実施しております。また、当該特別目的会社は、当社グループ等から

の匿名組合出資等のほか、各金融機関からのノンリコースローンによる資金調達を実施しております。当社グループ

は、当該特別目的会社が取得した不動産または信託受益権（不動産を主たる信託財産とします。）から生じる収入及

び一定期間後の売却によって、拠出した匿名組合出資金等を適切に回収する予定です。なお、当該不動産または当該信

託受益権の時価が下落した場合等には、当社グループの匿名組合出資金等の全てを回収することが困難になる可能性

がありますが、平成22年3月末現在、将来における損失負担の可能性はないと判断しております。また、当該不動産また

は当該信託受益権の時価が下落した場合等であっても、当社グループの負担は匿名組合出資金に限定されます。

これまで出資を行い、平成22年3月末において、取引残高のある開示対象特別目的会社は４社あります。当該特別目

的会社の直近の決算日における資産総額（単純合算）は21,197百万円、負債総額（単純合算）は9,500百万円です。な

お、当該特別目的会社について、当社グループは議決権ある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありませ

ん。

２．前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）における特別目的会社との取引金額等

 
主な取引の金額又は
当連結会計年度末残
高（百万円）

主な損益

項目 金額（百万円）

匿名組合出資金（注） 8,316　分配金 104

（注）匿名組合出資金に係る取引金額は、当連結会計年度における出資額によって記載しております。

 

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

当社グループは、不動産の流動化を実施する等の目的で、特別目的会社（主に合同会社の形態によっております。）

に対し、他社とともに投資（匿名組合出資等）を実施しております。また、当該特別目的会社は、当社グループ等から

の匿名組合出資等のほか、各金融機関からのノンリコースローンによる資金調達を実施しております。当社グループ

は、当該特別目的会社が取得した不動産または信託受益権（不動産を主たる信託財産とします。）から生じる収入及

び一定期間後の売却によって、拠出した匿名組合出資金等を適切に回収する予定です。なお、当該不動産または当該信

託受益権の時価が下落した場合等には、当社グループの匿名組合出資金等の全てを回収することが困難になる可能性

がありますが、平成23年3月末現在、将来における損失負担の可能性はないと判断しております。また、当該不動産また

は当該信託受益権の時価が下落した場合等であっても、当社グループの負担は匿名組合出資金に限定されます。

これまで出資を行い、平成23年3月末において、取引残高のある開示対象特別目的会社は３社あります。当該特別目

的会社の直近の決算日における資産総額（単純合算）は16,546百万円、負債総額（単純合算）は8,473百万円です。な

お、当該特別目的会社について、当社グループは議決権ある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありませ

ん。

２．当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）における特別目的会社との取引金額等

 
主な取引の金額又は
当連結会計年度末残
高（百万円）

主な損益

項目 金額（百万円）

匿名組合出資金（注） 5,522　分配金 104

（注）匿名組合出資金に係る取引金額は、当連結会計年度における出資額によって記載しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額      986.68円

１株当たり当期純利益金額             119.34円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり純資産額      983.11円

１株当たり当期純利益金額             51.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額         

当期純利益（百万円） 3,806 1,643

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,806 1,643

期中平均株式数（株） 31,898,326 31,902,234

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
        

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） － －

（うち新株予約権） （－） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　平成17年第１回ストック・オプ

ション（285,400株）及び平成17

年第２回ストック・オプション

（5,000株）　

　－　

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,240 16,020 0.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,514 500 1.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － 1,000 － 平成24年～26年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債     

信用取引借入金 753 356 0.9 －

計 11,507 17,876 － －

　（注）１．平均利率は当期末残高に対する加重平均利率であります。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 500 500 － －

リース債務 － － － －

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の

100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略しております。　

　

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

第２四半期

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

第３四半期

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

第４四半期

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

営業収益（百万円）      2,006　      2,145　      1,772　      2,027　

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
     565　    841　      580　    685　

四半期純利益金額

（百万円）
     311　    520　      245　    566　

１株当たり四半期純利益金

額（円）
     9.76　      16.31　      7.68　     17.76　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 ※2
 11,047

※2
 12,466

預託金 6,502 5,790

トレーディング商品 11,119 14,360

商品有価証券等 11,116 14,360

デリバティブ取引 3 －

約定見返勘定 227 420

信用取引資産 4,824 4,841

信用取引貸付金 4,054 4,289

信用取引借証券担保金 770 551

立替金 1 11

顧客への立替金 0 10

その他の立替金 0 1

短期差入保証金 94 61

短期貸付金 ※3
 1,950

※3
 999

前払金 － 0

前払費用 17 16

未収入金 ※10
 140

※10
 551

未収収益 220 309

繰延税金資産 388 128

その他の流動資産 9 2

貸倒引当金 △357 △157

流動資産計 36,186 39,801

固定資産

有形固定資産 ※1
 655

※1
 641

建物（純額） 204 189

器具備品 292 293

土地 ※2
 159

※2
 159

無形固定資産 60 125

ソフトウエア 35 101

電話加入権 24 24

投資その他の資産 15,336 14,682

投資有価証券 ※2
 5,708

※2
 5,084

関係会社株式 585 2,232

出資金 1 1

長期貸付金 5 5

関係会社長期貸付金 8,680 7,110

社内長期貸付金 27 25

長期差入保証金 ※3
 631

※3
 646

長期前払費用 12 8

繰延税金資産 14 －

その他 228 232

貸倒引当金 △559 △664

固定資産計 16,052 15,449

資産合計 52,238 55,250
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 171 75

商品有価証券等 163 74

デリバティブ取引 8 0

信用取引負債 1,407 917

信用取引借入金 ※2
 753

※2
 356

信用取引貸証券受入金 653 560

預り金 5,894 5,315

顧客からの預り金 5,487 4,978

その他の預り金 406 337

受入保証金 548 463

短期借入金 ※2
 10,500

※2
 16,300

未払金 ※9
 21

※9
 15

未払費用 271 121

未払法人税等 ※9
 2,367

※9
 －

賞与引当金 316 234

その他の流動負債 7 41

流動負債計 21,507 23,484

固定負債

長期借入金 － 1,000

繰延税金負債 － 0

退職給付引当金 240 238

その他の固定負債 539 483

固定負債計 779 1,722

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※11
 26

※11
 21

特別法上の準備金計 26 21

負債合計 22,313 25,228
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,251 5,251

資本剰余金

資本準備金 4,774 4,774

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 4,774 4,774

利益剰余金

利益準備金 641 641

その他利益剰余金

別途積立金 16,271 16,271

繰越利益剰余金 3,681 3,839

利益剰余金合計 20,593 20,751

自己株式 △866 △862

株主資本合計 29,753 29,915

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 171 106

評価・換算差額等合計 171 106

純資産合計 29,924 30,022

負債・純資産合計 52,238 55,250
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業収益

受入手数料 1,820 1,566

委託手数料 813 713

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

2 12

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

417 563

その他の受入手数料 586 276

トレーディング損益 ※1
 12,449

※1
 5,391

金融収益 ※2
 957

※2
 934

営業収益計 15,227 7,892

金融費用 ※3
 210

※3
 140

純営業収益 15,017 7,751

販売費・一般管理費

取引関係費 ※4
 3,101

※4
 596

人件費 ※5
 3,173

※5
 2,954

不動産関係費 ※6
 743

※6
 717

事務費 ※7
 551

※7
 565

減価償却費 66 74

租税公課 ※8
 125

※8
 74

貸倒引当金繰入れ 143 52

その他 ※9
 113

※9
 105

販売費・一般管理費計 8,019 5,141

営業利益 6,997 2,609

営業外収益

受取配当金 72 61

外国税額控除 57 －

投資事業組合運用益 72 －

関係会社貸付金利息 163 112

その他 127 41

営業外収益計 493 215

営業外費用

投資事業組合運用損 － 34

匿名組合投資損失 7 6

リース解約損 3 0

その他 1 6

営業外費用計 11 47

経常利益 7,479 2,777
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 － 78

貸倒引当金戻入額 10 147

金融商品取引責任準備金戻入 10 4

その他 － 2

特別利益計 21 233

特別損失

投資有価証券売却損 6 7

投資有価証券評価損 775 127

関係会社株式評価損 729 －

固定資産除却損 ※10
 11

※10
 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32

貸倒引当金繰入額 694 0

その他 70 13

特別損失計 2,287 186

税引前当期純利益 5,212 2,824

法人税、住民税及び事業税 ※11
 2,323

※11
 655

法人税等調整額 △75 319

法人税等合計 2,248 974

当期純利益 2,964 1,849
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,251 5,251

当期末残高 5,251 5,251

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,774 4,774

当期末残高 4,774 4,774

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計

前期末残高 4,774 4,774

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 4,774 4,774

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 641 641

当期末残高 641 641

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 16,271 16,271

当期末残高 16,271 16,271

繰越利益剰余金

前期末残高 1,578 3,681

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 2,964 1,849

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 2,103 158

当期末残高 3,681 3,839

利益剰余金合計

前期末残高 18,490 20,593

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 2,964 1,849

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 2,103 158

当期末残高 20,593 20,751
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △866 △866

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 △0 3

当期末残高 △866 △862

株主資本合計

前期末残高 27,650 29,753

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 2,964 1,849

自己株式の取得 △0 －

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 2,103 162

当期末残高 29,753 29,915

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 54 171

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

116 △64

当期変動額合計 116 △64

当期末残高 171 106

評価・換算差額等合計

前期末残高 54 171

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

116 △64

当期変動額合計 116 △64

当期末残高 171 106

純資産合計

前期末残高 27,705 29,924

当期変動額

剰余金の配当 △861 △1,690

当期純利益 2,964 1,849

自己株式の取得 △0 －

自己株式の処分 － 3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 △64

当期変動額合計 2,219 97

当期末残高 29,924 30,022
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基準及び

評価方法

トレーディング商品勘定に属するトレーディング商品

（売買目的有価証券）及びデリバティブ取引等につい

ては、時価法（売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基準及び

評価方法

同左

２．トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準及

び評価方法

その他有価証券

①時価のあるもの

 　　　　　 時価をもって貸借対照表とする時価法（評　

　　　　　　価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）を採用

　　　　　　しております。

２．トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準及

び評価方法

その他有価証券

①時価のあるもの

同左

②時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

②時価のないもの

同左

③子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

③子会社株式

同左

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産　

　旧定率法によっております。なお、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除く）はあり

ません。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産　

同左

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

　定率法によっております。なお、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）はありま

せん。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　８～47年

器具・備品　　　　　　　　３～20年

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

同左　

(2）無形固定資産（リース資産を除く）、投資その他の

資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）、投資その他の

資産

同左

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

(3）リース資産

同左　
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前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

５．引当金及び準備金の計上基準

(1）貸倒引当金

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

５．引当金及び準備金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、当社所定の計

算方法による当期の負担すべき支給見込額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　  　従業員の退職給付に備えるため、当期末における　　　　

　　　退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

　　　当期末において発生していると認められる額を計

　　　上しております。また、執行役員の退職給付に備

　　　えるため、執行役員退職慰労金内規に基づき、必

　　　要額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

(4）金融商品取引責任準備金

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法

第46条の５に基づき準備金を積み立てております。

(4）金融商品取引責任準備金

同左

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用

しております。

６．消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

____________________（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ１百万円、税

引前当期純利益は34百万円減少しております。　

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（連結損益計算書）

前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示して

おりました「リース解約損」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前期における「リース解約損」の金額は０百万

円であります。　　

____________________
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

建物 570百万円

器具・備品 117

計 687

建物 591百万円

器具・備品 130

計 722

※２．担保に供している資産は、別表記載のとおりであり

ます。

※２．担保に供している資産は、別表記載のとおりであり

ます。

※３．関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。

※３．関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。

短期貸付金 1,949百万円

長期差入保証金  617百万円

短期貸付金 999百万円

長期差入保証金  666百万円

　４．保証債務の残高

保証債務の期末残高は次のとおりであります。

　４．保証債務の残高

保証債務の期末残高は次のとおりであります。

従業員の住宅ローンに対する保証債務 103百万円 従業員の住宅ローンに対する保証債務 89百万円

なお、保証類似行為はありません。 なお、保証類似行為はありません。

５．偶発債務

　当社は、当社及び当社子会社が匿名組合出資してい

る法人１社との間で、平成21年３月25日付で、不動産

に係る信託受益権譲渡予約契約を締結しております。

当該契約のもとでは、当該法人は、平成24年３月30日

の期限の到来、当該法人が20億円の借入を行っている

銀行との間で締結している当該借入金に係る融資契

約書に規定する期限の利益喪失事由の発生または信

託契約の全部若しくは一部に係る解除事由の発生を

停止条件として、当該法人が保有する信託受益権を約

40億円で購入することを当社に請求できる予約完結

権を有しております。

５．偶発債務

同左　

　６．有価証券等を差し入れた主なものの時価額は次のと

おりであります。

　６．有価証券等を差し入れた主なものの時価額は次のと

おりであります。

信用取引貸証券 760百万円

信用取引借入金の本担保証券 710百万円

現先取引で売却した有価証券 －百万円

差入証拠金代用有価証券（注） 120百万円

差入保証金代用有価証券  1,782百万円

長期差入保証金代用有価証券 18百万円

信用取引貸証券 499百万円

信用取引借入金の本担保証券 355百万円

現先取引で売却した有価証券 －百万円

差入証拠金代用有価証券（注） 92百万円

差入保証金代用有価証券  1,592百万円

長期差入保証金代用有価証券 18百万円

（注）顧客の直接預託に係るものは除いております。 （注）顧客の直接預託に係るものは除いております。

　７．有価証券等の差入れを受けた主なものの時価額は次

のとおりであります。

　７．有価証券等の差入れを受けた主なものの時価額は次

のとおりであります。

信用取引貸付金の本担保証券 3,101百万円

信用取引借証券 3,996百万円

消費貸借契約により借り入れた

有価証券
903百万円

受入保証金代用有価証券（注） 5,478百万円

信用取引貸付金の本担保証券 3,292百万円

信用取引借証券 3,765百万円

消費貸借契約により借り入れた

有価証券
900百万円

受入保証金代用有価証券（注） 4,996百万円

（注）再担保に供する旨の同意を得たものであります。 （注）再担保に供する旨の同意を得たものであります。
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前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

８．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行を含む合計５行との間で、シンジケート方式による

コミットメントライン契約を締結しております。この

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 2,000

差引額 3,000

８．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行を含む合計８行との間で、シンジケート方式による

コミットメントライン契約を締結しております。この

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 2,000

差引額 3,000

※９．未払金及び未払法人税等に含まれている諸税金の

未納付額

※９．未払金及び未払法人税等に含まれている諸税金の

未納付額

法人税 1,554百万円

法人住民税 344

法人事業税 469

法人事業所税 7

計 2,375

法人税 －百万円

法人住民税 －

法人事業税 －

法人事業所税 8

計 8

※10．消費税及び地方消費税は、還付金相当額を未収入金

に含めて計上しております。

※10．法人税等諸税金並びに消費税及び地方消費税は、還

付金相当額を未収入金に含めて計上しております。

※11．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金　

金融商品取引法第46条の５

※11．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金　

金融商品取引法第46条の５
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（別　　表）

　担保に供している資産

前事業年度(平成22・３・31)

被担保債務 担保に供している資産

債務等の種類
期末残高
（百万円）

現金・預金
（百万円）

有形固定資産
投資その他の
資産 計

（百万円）土地
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

短期借入金 － 50 7 － 57

金融機関借入金 － ※　  50　　　　　　 ※ 　  7　 － 57

信用取引借入金 753 － － 325 325

計 753 50 7 325 382

　

当事業年度(平成23・３・31)

被担保債務 担保に供している資産

債務等の種類
期末残高
（百万円）

現金・預金
（百万円）

有形固定資産
投資その他の
資産 計

（百万円）土地
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

短期借入金 － 50 7 － 57

金融機関借入金 － ※　  50　　　　　　 ※ 　  7　 － 57

信用取引借入金 356 － － 192 192

計 356 50 7 192 249

　（注）１．上記の金額は、貸借対照表計上額によっております。なお、債務等の金額には無担保のものを含みません。

２．現金・預金のうち、当座借越契約に基づき定期預金を下記のとおり担保に供しております。

前事業年度 50百万円 当事業年度 50百万円

３．先物取引差入証拠金等の代用として投資有価証券と信用取引に係る自己融資見返株券を下記のとおり担保

に供しております。なお、信用取引に係る自己融資見返株券の金額は期末時価によっており、貸借対照表に計

上されておりません。なお、顧客の直接預託に係るものは除いております。

 投資有価証券
信用取引に係る
自己融資見返株
券

　

前事業年度 124百万円 －百万円 　

 投資有価証券
信用取引に係る
自己融資見返株
券

　

当事業年度 92百万円 －百万円 　
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４．上記の短期借入金及び信用取引借入金に対して信用取引に係る自己融資見返株券を下記のとおり担保に供

しております。なお、金額は期末時価によっており、貸借対照表に計上されておりません。

前事業年度 554百万円 当事業年度 499百万円

５．上記の他、信用取引借入金及び証券金融会社からの有価証券借入の担保として、有価証券の消費貸借契約に

より受入れた有価証券を下記のとおり担保に供しております。なお、金額は期末時価によっており、貸借対照

表に計上されておりません。

前事業年度 903百万円 当事業年度 900百万円

６．現物取引清算基金への担保として、投資有価証券と信用取引に係る自己融資見返株券を差入れております。

なお、金額は期末時価によっており、貸借対照表には計上されておりません。

前事業年度 545百万円 当事業年度 450百万円

※　現金・預金50百万円及び土地７百万円に対する短期借入金はありません。

 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当事業年度
（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

※１．トレーディング損益の内訳 ※１．トレーディング損益の内訳

 実現損益 評価損益 計

株券等トレー

ディング損益
 2,536△130 2,406百万円

債券等トレー

ディング損益
   7,9732,13110,105

その他のト

レーディング

損益

 △64 1 △62

計   10,4462,00312,449

 実現損益 評価損益 計

株券等トレー

ディング損益
 873 △124  748百万円

債券等トレー

ディング損益
   4,029 5824,612

その他のト

レーディング

損益

 7 22 30

計   4,910 4805,391

※２．金融収益の内訳 ※２．金融収益の内訳

信用取引収益     116百万円

受取配当金 16

受取債券利子 449

収益分配金 19

受取利息 14

その他の金融収益 341

計 957

信用取引収益     102百万円

受取配当金 3

受取債券利子 463

収益分配金 124

受取利息 16

その他の金融収益 224

計 934

※３．金融費用の内訳 ※３．金融費用の内訳

信用取引費用    52百万円

現先取引費用 4

支払利息 148

有価証券貸借取引費用 4

計 210

信用取引費用    27百万円

現先取引費用 2

支払利息 106

有価証券貸借取引費用 4

計 140

※４．取引関係費の内訳 ※４．取引関係費の内訳

支払手数料  2,639百万円

取引所・協会費 84

通信・運送費 259

旅費・交通費 55

広告宣伝費 30

交際費 31

計 3,101

支払手数料  163百万円

取引所・協会費 69

通信・運送費 239

旅費・交通費 53

広告宣伝費 34

交際費 36

計 596
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前事業年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当事業年度
（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

※５．人件費の内訳 ※５．人件費の内訳

役員報酬     348百万円

従業員給料 1,602

歩合外務員給料 9

その他の報酬・給料 192

福利厚生費 358

退職給付費用 32

賞与引当金繰入れ 630

計 3,173

役員報酬     296百万円

従業員給料 1,465

歩合外務員給料 6

その他の報酬・給料 206

福利厚生費 337

退職給付費用 181

賞与引当金繰入れ 460

計 2,954

※６．不動産関係費の内訳 ※６．不動産関係費の内訳

不動産費   557百万円

器具・備品費 185

計 743

不動産費   552百万円

器具・備品費 164

計 717

※７．事務費の内訳 ※７．事務費の内訳

事務委託費     512百万円

事務用品費 39

計 551

事務委託費     527百万円

事務用品費 38

計 565

※８．租税公課の内訳 ※８．租税公課の内訳

法人事業税    72百万円

法人事業所税 7

固定資産税 4

源泉所得税・住民税利子割 1

印紙税 1

その他 38

計 125

法人事業税    41百万円

法人事業所税 8

固定資産税 4

源泉所得税・住民税利子割 1

印紙税 2

その他 17

計 74

※９．その他の内訳 ※９．その他の内訳

教育研修費     10百万円

図書費 1

営業資料費 24

水道光熱費 8

消耗品費 5

寄付金 10

会議費 3

諸会費 4

従業員採用費 5

その他 40

計 113

教育研修費     6百万円

図書費 1

営業資料費 23

水道光熱費 7

消耗品費 6

寄付金 20

会議費 4

諸会費 4

従業員採用費 11

その他 18

計 105
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前事業年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当事業年度
（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

※10．固定資産除却損

当期において、固定資産除却損を計上しております。

主なものは、器具・備品11百万円であります。 

※10．固定資産除却損

当期において、固定資産除却損を計上しております。

主なものは、建物3百万円、器具・備品0百万円でありま

す。 

※11．法人税、住民税及び事業税

法人税1,572百万円、法人住民税344百万円、法人事

業税407百万円であります。なお、法人事業税（付加価

値割・資本割）72百万円、事業所税7百万円は、販売費

・一般管理費に計上しております。

※11．法人税、住民税及び事業税

法人税414百万円、法人住民税113百万円、法人事業

税127百万円であります。なお、法人事業税（付加価値

割・資本割）41百万円、事業所税8百万円は、販売費・

一般管理費に計上しております。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 880 0 － 880

合計 880 0 － 880

 （注）普通株式の自己株式の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

 

当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 880 － 4 876

合計 880 － 4 876

 （注）自己株式の減少4千株は、ストックオプションの権利行使による減少4千株、単元未満株式の買増請求による減少0

千株であります。  
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（リース取引関係）

前事業年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当事業年度
（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

ファイナンスリース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引  

ファイナンスリース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引  

１．リース資産の内容

（1）有形固定資産

金融商品取引業における設備（機械装置）であり

ます。

１．リース資産の内容

（1）有形固定資産

　同左

（2）無形固定資産

ソフトウェアであります。　

（2）無形固定資産

同左

２．リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。 

２．リース資産の減価償却の方法

同左

３．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

３．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 74 48 25
合計 74 48 25

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 46 32 14
合計 46 32 14

４．未経過リース料期末残高相当額 ４．未経過リース料期末残高相当額

１年内    11百万円

１年超   15百万円

合計  27百万円

１年内    5百万円

１年超   10百万円

合計  15百万円

５．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

５．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料    23百万円

減価償却費相当額    19百万円

支払利息相当額   1百万円

支払リース料    12百万円

減価償却費相当額    11百万円

支払利息相当額   0百万円

６．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

６．減価償却費相当額の算定方法

同左

７．利息相当額の算定方法 

 　 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

７．利息相当額の算定方法 

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額585百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成23年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額2,232百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（百万円）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 154

未払事業税 192

その他 41

 計 388

　 　

　 　

　 　

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 90

退職給付引当金 41

長期未払金 217

その他 702

評価性引当額 △919

 計 132

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △118

 計 △118

繰延税金資産の純額 402

（百万円）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 96

貸倒引当金 27

その他 32

計 156

繰延税金負債（流動） 　

未収事業税 △28

計 △28

繰延税金資産（固定） 　

貸倒引当金 37

退職給付引当金 54

長期未払金 195

その他 686

評価性引当額 △899

計 73

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △74

計 △74

繰延税金資産の純額 127

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）         

永久に損金に算入されない項目 1.1    

永久に益金に算入されない項目 △0.2    

住民税均等割 0.2    

評価性引当額 1.9    

その他 △0.9    

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.1    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）         

永久に損金に算入されない項目 1.2    

永久に益金に算入されない項目 △0.8    

住民税均等割 0.3    

評価性引当額 △4.1    

その他 △3.1    

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.5    

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額          938.13円

１株当たり当期純利益金額              92.93円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり純資産額          941.07円

１株当たり当期純利益金額              57.97円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであり

ます。

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり当期純利益金額         

当期純利益（百万円） 2,964 1,849

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,964 1,849

期中平均株式数（株） 31,898,326 31,902,234

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
        

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） － －

（うち新株予約権） （－） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　平成17年第１回ストック・オプ

ション（285,400株）及び平成17

年第２回ストック・オプション

（5,000株）　

　－　

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

商品有価証

券等

売買目的

有価証券

25銘柄 240,500 77

小計 240,500 77

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社東京証券取引所グループ 40,000 510

株式会社朝日ホールディングス 45,000 279

日本製粉株式会社 639,000 243

株式会社三井住友フィナンシャルグルー

プ
43,512 112

中央三井トラスト・ホールディングス株

式会社
285,000 84

株式会社名古屋証券取引所 3,200 81

平和不動産株式会社 351,500 67

株式会社七十七銀行 150,000 62

コンソナント・インベストメント・マネ

ジメント株式会社
1,104 55

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ

ホールディングス株式会社
15,600 29

他34銘柄 1,641,813 242

小計 3,215,729 1,768

計 3,456,229 1,845

（注）中央三井トラスト・ホールディングス株式会社は、平成23年４月１日に三井住友トラスト・ホールディングス株式

会社となりました。
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【債券】

  銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

商品有価証

券等 

 

売買目的

有価証券

 

ブラジルグロ－バルレアル債 44 2,599

第42回プロミス株式会社無担保社債 1,400 1,399

デプファ債券 1,500 1,305

アジア開発銀行債 21 1,165

プロミス株式会社　外国債券 800 628

株式会社ＣＳＫホールディングス　新株

予約権付社債　ユーロ
576 558

株式会社エディオン　新株予約権付社債　

ユーロ
470 466

荏原株式会社　新株予約権付社債　ユーロ 460 457

アメリカン・インターナショナル・グ

ループ債券
390 387

第２回株式会社大京無担保社債 300 296

アイルランド銀行債 300 287

欧州復興開発銀行債 11 270

プロミス株式会社　新株予約権付社債　

ユーロ
270 233

アイフル株式会社　外国債券 3 198

日本軽金属株式会社転換制限条項付新株

予約権付社債　ユーロ
195 192

第41回プロミス株式会社無担保社債 200 183

ＢＥＳファイナンス他社株転換債券　 200 158

第６回ルノー円貨債券　 100 100

第11回メリルリンチ・アンド・カンパ

ニー・インク円貨債券
100 100

第40回プロミス株式会社無担保社債 100 99

第１回アメリカン・インターナショナル

・グループ円貨債券
100 99

第55回アコム株式会社無担保社債 100 97

第42回アイフル株式会社無担保社債 100 97

第51回アコム株式会社無担保社債 100 94

第50回アコム株式会社無担保社債 100 91

第45回アイフル株式会社無担保社債 100 73

国際復興開発銀行債 1 70

米州開発銀行債 1 68

国債３銘柄 26 26

社債２銘柄 1,100 30

外国債券34銘柄 81 486

計　　 9,252 12,325
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【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
（口・百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

 商品有価証

券等

売買目的

有価証券

ＤＩＡＭ　Ｊ－ＲＥＩＴオープン（２カ

月決算コース）
1,500 679

ＤＩＡＭ　Ｊ－ＲＥＩＴオープン（毎月

決算コース）
800 486

日興ラサール・グローバルＲＥＩＴファ

ンド（毎月分配型）
1,000 452

フィデリティ・ＵＳリート・ファンド・

Ｂコース
300 187

小計 3,600 1,807

ＫＡＺＡＫＨ　ＥＡＧＬＥ　ＦＵＮＤ 270,000 150

小計 270,000 150

投資有価証

券

その他有

価証券

日本ホテルファンド投資法人 330 82

他１銘柄 2,544 28

小計 2,874 110

疾風ファンド 418 515

小計 418 515

プロントＺ出資金 1,000,000,000 1,000

ゴールドマン・サックス・インベストメ

ント・パートナーズ出資金
10,000,000 908

プロントＺ　Ｍ号出資金 1 200

オスペデール・ワン出資金　 3,000 150

東西セレクト・ファイヴ出資金　 1 100

東西セレクト・シックス出資金 2 100

ペルセウスインベストメント出資金 80,115,322 80

ＳＢＩ　ＶＡＬＵＥ　ＵＰ　ＦＵＮＤ　１号 1 74

他７銘柄 7 78

小計 1,090,118,334 2,690

計 － 5,273
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 774 13 7 781 591 25 189

器具備品 409 22 7 424 130 20 293

土地 159 － － 159 － － 159

有形固定資産計 1,343 36 15 1,364 722 45 641

無形固定資産        

ソフトウェア 102 86 － 189 88 21 101

電話加入権 32 － － 32 8 0 24

無形固定資産計 135 86 － 221 96 21 125

長期前払費用 31 1 － 33 25 5 8

（注）１．当期増加額のうち主のものは、次の通りであります。

建物　本店レイアウト工事費用　5百万円　

器具備品　株価ボード　7百万円

ソフトウェア　金融商品取引業の効率化に資するシステム導入によるものであります。

２．当期減少額のうち主のものは、次の通りであります。

建物及び器具備品　七十七ビルの退去に伴う除却であります。　

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 916 294 － 389 822

賞与引当金 316 463 541 3 234

金融商品取引責任準備金 26 － － 4 21

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２．賞与引当金の「当期減少額（その他）」は、前期計上分の戻入額であります。

３．金融商品取引責任準備金の「当期減少額（その他）」は、金融商品取引法第46条の５第２項の規定に基づく

戻入額であります。  
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　平成23年３月31日現在の主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

　なお、附属明細表において記載した項目については省略いたしました。

①　資産の部

イ．現金・預金

内訳 金額（百万円）

現金 3

預金  

当座預金 8,299

普通預金 2,966

定期預金 200

別段預金 0

外貨預金 996

小計 12,463

計 12,466

ロ．預託金

内訳 金額（百万円）

顧客分別信託金 5,600

その他 190

計 5,790

 ハ．信用取引資産

内訳 金額（百万円）

信用取引貸付金（注）１ 4,289

信用取引借証券担保金（注）２ 551

計 4,841

　（注）１．信用取引による顧客の株式買付代金融資額

２．貸借取引により証券金融会社等に差入れている借証券担保金

ニ．関係会社長期貸付金

　　相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ＦＥインベスト 5,530

極東プロパティ㈱ 1,580

計 7,110
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②　負債の部

　イ．預り金

内訳 金額（百万円）

顧客からの預り金（注）１ 4,978

その他預り金（注）２ 337

計 5,315

　（注）１．顧客からの受託売買等に伴う一時預り金

２．源泉徴収所得税等一時預り金

ロ．短期借入金

種類及び借入先 金額（百万円） 期限 担保 使途

コールマネー     

おかやま信用金庫 3,000 23．４．28 無担保 運転資金

八千代銀行 2,000 23．４．１ 〃 〃

小計 5,000 　 － －

金融機関借入金     

三井住友銀行 1,000

1,000

150　

23．４．４

23．４．28

23．５．31

無担保

〃

〃　

運転資金

〃

〃　

七十七銀行 4,000

1,000

1,000

700

23．５．９

23．４．１

 23．４．１ 

23．４．14

 〃 

〃

〃

〃

 〃 

〃

〃

〃

中央三井信託銀行 760　

※　　　500

100

23．４．14　

24．２．29

一覧払

〃

〃

〃

〃

〃

〃

東京証券信用組合 550 24．３．31 〃 〃

その他 540 23．４．14 〃 〃

小計 11,300 － － －

合計 16,300 － － －

 （注）中央三井信託銀行からの借入金額500百万円は、一年以内返済予定の長期借入金であります。　

　

（３）【その他】

①　決算日後の状況

　該当事項はありません。

②　重要な訴訟事件等

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３ 月 31 日

剰余金の配当の基準日 ９ 月 30 日・３ 月 31 日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取りまたは買

増し
 

取扱場所

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　　　───── 

手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

受付停止期間

（買増しのみ）

決算期日（３月31日）及び中間期日（９月30日）を含む各々それ以前の12

営業日の間

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.kyokuto-sec.co.jp 

株主に対する特典 な　　し

  （注）当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

事ができない。

 　　　1.会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 　　　2.会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

 　　　3.株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

 　　　4.単元未満株式を有する株主が、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すこ　

　　　　とを請求する権利  
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第67期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月30日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第66期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成22年６月22日関東財務局長に提出

事業年度（第66期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成22年７月30日関東財務局長に提出

事業年度（第67期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年７月30日関東財務局長に提出

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第62期）（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）平成22年６月22日関東財務局長に提出

事業年度（第63期）（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）平成22年６月22日関東財務局長に提出

事業年度（第64期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成22年６月22日関東財務局長に提出

事業年度（第65期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成22年６月22日関東財務局長に提出

事業年度（第63期）（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）平成22年７月30日関東財務局長に提出

　事業年度（第64期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成22年７月30日関東財務局長に提出

　事業年度（第65期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成22年７月30日関東財務局長に提出

(4）内部統制報告書及びその添付書類

　平成22年６月30日関東財務局長に提出

(5）四半期報告書及び確認書

（第68期第１四半期）（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月12日関東財務局長に提出

（第68期第２四半期）（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月11日関東財務局長に提出

（第68期第３四半期）（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月10日関東財務局長に提出

(6）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

（第66期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成22年６月22日関東財務局長に提出

(7）臨時報告書

平成22年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２２年６月３０日

極東証券株式会社    

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 高岡　勲　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　裕　　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる極東証券株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について
監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意
見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、極東証券
株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、極東証券株式会社の平成
２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ
とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、極東証券株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別
途保管しております。
　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２３年６月２７日

極東証券株式会社    

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 高岡　勲　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　裕　　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる極東証券株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結
附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結
財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、極東証券
株式会社及び連結子会社の平成２３年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、極東証券株式会社の平成
２３年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ
とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、極東証券株式会社が平成２３年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別
途保管しております。
　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２２年６月３０日

極東証券株式会社    

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高岡　勲　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　裕　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる極東証券株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第６７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、極東証券株式

会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２３年６月２７日

極東証券株式会社    

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高岡　勲　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　裕　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる極東証券株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第６８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、極東証券株式

会社の平成２３年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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